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                     概要

 資本は経済成長や生産分析においてもっとも重要な生産要素のひとつであるけれども、その測定

においては尽きることのない問題を抱えたままである。本稿の目的は、資本の測定(measurement

of capital)の ための概念を考察することにある。現在の資本の測定は、 Dale Jorgenson. Robert

Hall、 Zvi Grilichesな どによって構築され、 Charles Hultenな どよって適用をみた資本の測定理

論に則して展開され、精密な測定のための理論を提供する試みが継続されている。それは資本の測

定 におけるさまざまな限界を示す こととなったが、実証分析 によって確認されなければならない問

題 も明確にした。資本の測定のためには、純粋に理論的な約束としての概念ではなく、観察 に制約

された測定のための諸概念の構築が必要である。それを測定概念 と呼んでいる。一般に、生産要素

としての資本の測定は、二つの意義を持っている。一つは、生産過程において投入される物的な資

本投入量の測定であり、効率単位によって測定される資本ス トックや資本サー ビス量を指す。もう
一つは所有する資本価値(capital value)の 測定である。資本の能力や効率性が将来にわたっても

提供されるという耐久的な性質によって、資本はある期間に使い尽 くされることなく価値を貯え

る。一つの実体の持つ、この二つの側面は、資本の概念を伝統的に不明瞭なものとしていた。それ

は資本の双対アプローチ(dual approach)に よって総括的に把握される。本稿ではおもにある時

点に存在するひとつの同質的(homogeneous)な 資本財のみを想定 している。そこには製造年代

(vintage)と 設備年齢(age)の 異なる資本財が存在するであろう。前者は資本 に体化された技術

進歩(capital embodied technology)、 後者は経時的な劣化や磨耗(decay)あ るいは物理的償却

(physical depreciation)を 反映して、その品質は異なっていると認識される。それぞれを比較可能

なものとするためには品質の統御を可能にするような調整が為されな くてはな らないし、実際に採

用される諸仮定の持つ意味を資本の測定フレームワークか ら明らかにすることが重要であろう。ま

た資本の双対アプローチによっては、資本ス トックにおける粗概念、純概念および生産的資本概念

を総括的に理解することができる。

尋本 稿は資本 の測定 に関す る諸概 念 を考察 す るpreliminaryな 原稿で ある
。資本 の測定 に関す る諸概念 については、

慶應義塾大学 新保 一成助教授、尾崎巌名誉教授 、黒 田昌裕 教授 との議論に多 くを負 っている。



1 資本の測定

1.1 資本 と生産過 程

 資本(capital)の 精密な定義を与えることは困難であり、その対象 とする範囲を先験的に規定す

ることもまた困難である。一一般に、あるいは理念的に用いられる"資 本"と いう概念は、現在および

将来の生産過程に投入 される有形、無形な資本か ら、保有する貨幣や証券などの金融資産、さらに

は人的資本や知的資本、自然環境や各種の制度を含む社会的共通資本まで、きわめて広範な諸概念

を包括 して適用されている。資本の概念は、富、所得、生産あるいは消費 といった概念か ら識別さ

れるものでなければならないし、またそのような経済概念 と独立に定義されるものでもない。本稿

における資本は、"生産手段"(means of production)あ るいは"生 産要素"(factor input)と して

の、物的な、よ り正確には非金融的な資本に限 られている。そして、その測定 と分析を目的とする

本稿においては、資本概念それ自体の定義ではな く、観察に制約を受けなが らも測定可能であるよ

うな、資本の"測 定概念"を 構築 しなければな らない*1。はじめに生産過程(production process)

の認識にっいて考察 しよう。資本の測定概念としての適用範囲は、生産過程の認識にともなって規

定されることになるか らである。

 ある経済行動を生産過程 として認識するためには、観察者においてそれが陰伏的か、あるいは明

示的であるかに関わ らず、いくつかの基準を必要としている。第一に、生産として捉えるための測

定期間が規定されなくてはならない。生産は、一時点において定義 されるものではなく、ある期間

の設定を必要とす る。第二に、われわれが対象とする生産の範躊である。これは生産の境界設定

(boundary of production)問 題 と呼ばれている。一つの財貨 ・サービスを需要 したとき、それが

消費活動 とは識別 され、資本の形成過程(投 資活動)で あると認識されるためには、また中間需要

か らも区分され、資本の利用過程(生 産要素投入)で あると認識するためには、われわれの観察 に

おいて想定される測定期間と生産の境界における設定とを欠 くことはできない。その財が、分析や

観察において想定 される期間を超えて、生産過程において投入されるとき、もしくは生産過程 にお

いて繰 り返 して利用されるとき、はじめてそれは"資 本"と して認識されることになる。

 例示によって示そう。もし米の生産過程の把握において測定期間を1年 とするのであれば、米の

生産過程における投入物は、肥料な どの中間財や労働投入に加え、生産要素としての トラクターな

どの資本投入を考慮 しなければな らない。それらはその測定期間中にすべてが使い尽 くされず、将

*1Joan Robinson[1956】 はその著 『資本蓄積論』にお いてKarl R
. Popperに よる次 のよ うな一文 を引用 して いる。 「精

 密な定義 を組み立てす ぎて、定義の方が、そ の定義 を適用す る事柄 よ りも、ヨリ精密 になる ことは無益であ る。」経験

 科学 として の理論 にとって、それを構成す る諸変数 の精密 な定義 は必 ず しも必要条件 ではない。その概念が適用 され

 る対象物 と、それ による経 験的な分析 と予測 にお ける反証可能性 こそ 重要である と考 えて いる。その意味で、純粋 に

 理論的な約束 として の概 念で はな く、観察 に制約 された測定 のた めの理論的な 概念 を考察 す る。 これ を"測 定 概念"

 と呼んでい る。
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来の生産過程においてもサービスを提供 しうるという意味で、中間投入 とは区分される。もし短期

に、1日 ごとの生産を扱 うのであれば、投入物のほとんどは(仕 掛品などの在庫資産 を含めて)資

本の投入であると解される。そして長期にとれば、 トラクターなどの資本財の過去における生産過

程が、期中における生産過程として包含されることで、資本投入は消滅することになるだろう*2。

労働や土地などの本源的生産要素以外は、すべて中間投入物でしかない。

 資本の利用過程(生 産要素投入)に おける上記の考察は、資本の形成過程(投 資)に おいても同

様である。米の需要は、1年 といった測定期間を設定するのであれば、最終需要のうちいくらかは

消費的であ り、いくらかは来期の生産のための(種 子としての)需 要によって投資的であると認識

される。もし測定期間の基準を1日 とみるのであれば、その需要先はすべて資本形成(仕 掛品とし

ての在庫投資)で ある。逆に、10年 といったような長期 にとるのであれば、中間消費も含め、需

要のほとんどが消費的であると認識される。観察における測定期間を長期間にとるほど、同じ財で

あっても資本財か ら、消費財へと概念的な認識は変化し、資本形成は消滅 して しまうであろ *37。

 資本の認識のためのもう一つの基準、生産の境界設定との関連について考察 しよう。通常の経済

分析においては、生産活動をおこなう主体は企業であり、家計は生産をおこなわない純粋な消費主

体 としての位置付けによっている。もし家計による労働サー ビスの提供を、家計企業による生産過

程 として捉えるとするな らば、家計による自動車や家具な どの耐久消費財 の購入は、資本の形成

(投資)と して認識されなければならないだろう。また同様に、家計の専業主婦による家事サービ

スの提供を生産過程として捉えるのであれば、洗濯機、掃除機や冷蔵庫などの耐久消費財購入 も、

投資的であると解 されなければならない。

 生産の境界を、私的なそれに限らず、社会的生産をも含むものとして拡張して思考することも有

意義であろう。高度成長によって露呈 した地域的な公害問題や、現在警笛が鳴 らされているグロー

バルな地球温暖化は、自然環境を人類にとっての社会資本として認識すべきであることの警告であ

る。良好な自然環境の提供を社会サー ビスの生産過程 として捉えるな らば、資本の概念は私的に形

成されるそれに限 らず、社会的に形成される資本を含む ものへと拡張されなければならない*4。一

般に、生産の境界設定はaprioriに 規定されるものではなく、観察者の問題認識 に依存 している。

そしてその境界の拡張は、資本概念の適用範囲の拡大をもたらすのである。

ｻ2こ の ことは
、現在 の生産過程 において投入 され る資本サー ビスを、その資本サー ビスをもた らす資本財の過去の生産

 過程 にお いて投入 された労働や土地な どの本源的生産要素へ と還元 している ことを示 している。 この ような"生 産 さ

 れた生産手段(produced means of production)"と しての資本 の特性 に対す る分析はKuroda-Nomura[2001】 で

 扱 われてい る。
*3こ こで測 定期 間 と述べている ものは

、分析や観察のために設定 したりつの会計期間(accounting period)で あ り、本

 源 的生産要素投入 と産出量 に対 して生産 過程の完結す る仮想 的な期間 を示すB6hm-Bawerk流 の生産期 間(period

 of production)と は異 なって いる。測定期 間 を長期 に とるの であれば 、生産期間 の長短 は無視す る ことがで きる。

 生産期 間を無視す ることが できれば、資本は消滅 して しまうので ある。
*4宇 沢 【1994]に よって展開される社会的共通資本(social overhead c

apital)は 、 自然資本(環 境)、 道路や公園な ど

 の社会的 イ ンフ ラス トラクチ ャー(狭 義 の社 会資本)に 加え、教育、医療 、司法、会計な どの制度資 本 も含 めて、そ

 の概念が適用 されて いる。測定 のた めの概念 としては困難な面 も否めな いが 、生産 や資本概念 のこのよ うな拡 張 と資

 源配分 と分配 問題に対す る理論分析 は極 めて示唆に富む ものである。

2



 生産過程の認識によって、はじめて資本の測定概念の適用物を設定することができる。資本が一

つの測定期間を超えて(繰 り返して)利 用されるとき、一つの測定期間における生産過程の描写の

ためには、製造された年代 も異なり、その年齢(設 備年齢)も 異なる資本を扱わなければならない*5。

その測定概念の構築のためには、さらに生産過程や技術 と資本の関係、資本に体化 された技術進歩

(capital embodied technology)、 測定単位(unit of measurement)、 同質性(homogeneity)と

異質性(heterogeneity)、 資本の製造年代(vintage)や 設備年齢(age)、 集計(aggregation)と

いった、観察においてさまざまな困難性を持つ、資本の測定理論において必ず しも同意にいたって

いない領域へと進まなければな らない。本稿では最後の2.4節 まで、ただ一っの同質的な資本財一

正確 には、同質的であるとして扱 うことになる資本財一のみを想定 して考察をお こなう。1節 では

資本ス トックを導き、2節 ではサービス概念との対応を明確 にした上で、その双対的関係として価

格面から資本サービス価格および資本取得価格を導出する。それらは必ず しも新古典派資本理論に

限って成立するものではない。2.2節 における資本サービス価格 という概念 も、それが機会費用と

しての帰属価格であるという意味では必ずしも新古典派における完全な可塑性(malleability)を

仮定するものではない。2節 の最後に考察される異質(heterogeneous)な 資本に対する新古典派

的な集計プロセス以外は、生産要素としての資本、その効率性 と価値の測定 と評価のために経済学

的に求められる共通の問題設定によっているといえる。資本の双対アプローチによって、旧来の資

本の測定において隠れていた問題点が明確にな り、またあいまいなままであった資本の効率性と価

値 との概念的対応を明確にすることができる。いずれも、資本ス トックおよび資本サービス価格の

具体的な計測のための基本的なフレームワークを示すものである。

1.2 技術 と資本

 "技術"と いう概念は、何を指すだろうか。一般に用いられるその用語の意味するところは、大き

く異なるものである。火力発電所のエンジニアには、発電プラン トという有形な対象 こそ、あるい

は熱効率と言 う一っの代表的指標 こそ技術の表現であるかもしれない。交通工学の研究者にとって

は、道路の可能交通容量を所与として、燃費など性能の異なる自動車相互の行動およびその制御シ

ステム全体を指すかもしれない。またデザイナーであれば、人間の感性や技などの人的資本に体化

された無形なものこそ技術であるかもしれない。

 いずれにせよ、それは生産過程において用いられる概念である。生産過程 を一般的に記述すれ

ば、生産主体は資本、労働、原材料、エネルギーといったさまざまな生産要素をインプッ トし、生

*5も し仮想的 に
、資本 を自己保有せず 、体系外か ら完全 にレンタル され ている とすれ ば、生産の測定期間 を超 えて利用

 される という特性 を(理 論的には)特 段に強調す る必要はな くな って しまう。新古典 派の資本理論が"capital theory

 without capital"と 揶揄 され る所以で ある。 しか し資本 の"測 定概念"と しては、観察の制約 のもとで、一つ の測定期

 間を超えて実際 に存在 し、繰 り返 して利用 され る製造年代 と設備年齢 の異なる資本 を集計 可能なよ うに品質調整 をお

 こな うことによって、最終 的に他の生産 要素 と同列 にあつか うことを可能にす るものであ る。そ の意味で はcapital

 measurement theory for capital theory without CAPITALこ そが測定 の 目的である。
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産 主体 の有す る技術 状態 を媒 介 に して、 生産 物で ある さま ざまなア ウ トプ ッ トを産 出す る という

もので ある。そ の経済 学 にお け る技術 関係式(technological relationship)の 表 現は 、生産 関数

(production function)と 呼 ばれ ている。生産要素 として の資本 の計測 とい う視野 に立 つ とき、資

本 の測定概 念 の明確化 のため にわ れわれ の考慮す べき問題 は、"技 術"(technology)を 表 現す る

生産関数 と"資 本"と の関係で ある。技術 と資 本の関係 を考 察す るため に、は じめ に経済学 的生産

関数 とは異な るアプロー チによる、工学的生産関数 と呼 ばれるよ り直接的な技術 関係式か ら考察 し

よ う。

 工 学 的 生 産 関 数(engineering production function)はChenery[1949][19531に よ っ て 提 案 さ

れた、ある生産過程において工学的に存在 している物理量の間にある技術 関係式を示すものであ

る*6。一例として火力発電を想定するな らば、ボイラーの容量や使用圧力、蒸気ター ビンの羽根の

効率などによ り直接的な工学的技術関係式が構築され、化石燃料の持つエネルギーを電気に変換

するプロセスを定式化することができる。工学的生産関数は、生産過程において用いられる資本一

異なる多様な資本財の集合体である"プ ラン ト"一を、直接的にそれ自体の関係式によって描写す

ることによって"技 術"を 表現している。むろんプラン トにおける技術進歩や経時的な生産能力の

劣化 も、技術関係式における物理量やパラメタの変化として捉えられなければな らない。そのアプ

ローチにおける前提は、技術が資本に体化(embodied)さ れていることであろう。 これは経験的

にはきわめて自然なことである。そ してわれわれの考察にとって重要なことは、資本 という経済変

数は工学的生産関数それ自体では直接的に扱われずに、工学的生産関数 という技術関係式において

表現されていることである。生産要素としての資本の測定は、工学的生産関数の構築そのものを指

すと考えることができる。

 技術や資本の工学的生産関数による表現は、確かに生産過程 において 自律度(autonomy)の 高

い関係式の構築を可能にする*7。経済学が隣接する諸科学 との接合を求めるのであれば、より安定

的な生産過程の描写を目的とするな らば、この方向は推進されるべきものであろう。 しかしそれは

生産理論と分配理論、あるいは投資理論 との関連など、経済理論体系内における生産関数 という位

置づけにおいては、親和性は乏しいと言わざるをえない。また生産過程の記述のみを描写するとし

ても、その適用範囲には限界が残されている。経済学における生産主体は、言うまでもな く農林水

産業、製造業に限 らず、サービス業を含んだすべての主体 を対象とする。それらを技術の類似性か

*6Chenery[1949]で はパイ プライ ン
、小尾[1957]で は水 力発電 な どの具 体的な 計測例が あ り、最 近で は新保 【2000]

 での汽力発電 プラン トにお いて も用い られて いる。特 に経済理論 の体 系内において扱われ るためには、工学的変数が

 経済変数 と接合 して捉 え られなければな らない(特 に経済変数 として の投 資 との関連 を記述す る ことは困難 を伴 う)。

 エネルギー問題や地球温暖化 な どの環境問題 を視野 に入れ るな らば、経済 分析におけ る工学 的生産関数の利用は、推

 計精 度を高める上で望 ましい技術表 現である。生産要素 として の資本 の測 定において も、物理 的償 却率や除却率な ど

 に対 しての工学的情報 を用 いた補完 は将来的に拡張 され るべ き一つ の方 向を示 すであ ろう。 工学 的生産関数のサーベ

 イについてはWibe【1984]、 Smith[1986]に 詳 しい。
"小 尾 【1957][1972】で議論 されてい るように

、"パ ラメタが 同一対 象につ いて が繰返 し計測 された とき、(一)パ ラメ

 タの値が推定誤差 の許容 しうる範 囲内で安定的 な値 を示すな らば、(二)又 はパ ラメタの値 の変位の仕方 が予知 しう

 る様 な方 法で この構造が捉 え られ たな らば、捉え られた構造系 は自律的で ある"、 と言 う。
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ら分類 した産業(industry)と いう集計概念によって捉えるとすれば、あ らゆる産業 においてそれ

ぞれの生産関数が求め られなければならない。工学的生産関数はその適用 において、発電、製鉄、

石油精製など重工業部門や運輸部門などに限定せざるを得ない。プラントという概念に馴染まない

生産主体への工学的生産関数の適用は困難である。さらには企業組織 における労務、経理、総務な

ど間接部門におけるインプットをも含むものでなければ生産活動 として自己完結的ではない(産 業

連関表 における列ベク トル を想起されたい)。その意味で工学的生産関数は、産業の一部、かつ一

部のプラン トを基底とする工学的技術関係に縛られた生産要素にのみ適用可能なものであるという

限界を持っている。

 これに対 し経済学的な生産関数は、あらゆる産業に適用可能な自己完結的技術表現である。さま

ざまな生産要素を資本、労働、エネルギー、原材料 というそれぞれの集計概念によって定義しよう。

それぞれはK、L、 E、 M、 すべての要素投入量はまとめてKLEMと 表記される。 Kに ついてはた

だ一つの同質(homogeneous)な 資本が存在してお り、またそれはス トックあるいはサー ビス概

念であるかを明示せずに資本投入量として認識 してお く。生産量XとKLEM投 入量による一般的

な生産関数の記述X=f(K,L,E,M)は 、一つの技術を表現する関係式 として自己完結的な表現 と

なる。 このような経済学的生産関数による技術表現は、資本を一つの生産要素として扱っていると

いう点において、工学的生産関数 とはその概念が大きく異なっているということができる。工学的

生産関数では、技術 を体化した資本、それ自体が技術関係式としての生産関数によって表現されて

いた。そこでは生産要素としての資本投入量や資本ス トックの計測は(少 なくとも技術的関係式の

記述においては)ま ったく必要とな らない。経済学的生産関数による記述においては、技術を表現

する生産関数と資本は分離して捉えられなければならないのである。

 この ことを技術の"変 化"と の関連において考察 しよう。異時点間における経済学的生産関数の

記述 においては、生産過程における技術の変化を取 り扱うことになる。生産関数に時間の要素tを

導入し、Hicks neutralな 技術進歩を仮定してXt=Aff(Kt,Lt, Et,Mt)の ように表記 しよう。 Afは

時間の変化による生産関数の変位を意味 し、ある時点の技術状態を示していると解 される。両辺を

f(・)で割れば、Atは(総)産 出量を総投入量で除した産出一投入比率(output-input ratio)で あ

り、そして"全 要素生産性"(Total Factor Productivity;TFP)の 定義を与えるものである。 T:FP

における変化は投入量KLEMの 変化に因 らない産出量Xの 変化であるから、広い意味での技術進

歩率の指標であると解される。資本の計測にとって、資本投入量Kと 技術水準を示すTFPと の関

係を明確 にすることは重要である。

 一っの問題を想定 しよう。もし資本財 に新しい技術の向上があったとき、それはKtの 増加とし

て認識されるべきか、あるいはTFP(At)の 上昇 として認識されるべきであろうか。資本の測定概

念 においてこの ことを言い換えると、Ktは 資本財の質的変化(quality change)を 含んで定義さ

れるべきか、あるいは質的変化を除いて定義すべきか、という問題である。 この問題に対する回答

は、資本の測定概念に関する前節の考察からも接近できる。資本は生産過程における測定期間を超
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えて(繰 り返 して)利 用される。その測定を問題にする限 り、一つの測定期間において異なる設備

年齢を持つ、あるいは異なる製造年代を持つ資本財の存在を無視することはできない。そ して新 し

い資本財の導入によってもた らされる技術進歩は、過去に生産および蓄積 した資本財においては何

らの変化 もお こさない、と考えることが経験的には自然である。そのような技術進歩に対しては、

新 しい資本財 を用いた生産過程においてのみ、生産量の拡大が達成 しうると考えるべきである紬8。

よって"資 本に体化 された技術進歩"(capital embodied technology)は 、時間の変化に伴 う一律

の技術水準Atの 変化 としてではなく、資本投入量Ktに おいて測定されなければならない。

 このことを資本の測定単位(unit of measurement)と いう視点から考察 したい。 Ktと いう時系

列的な資本投入量の変数自体を定義するとき、そのためには適切な測定単位としての基準を伴 うも

のでなければならない。ひとつの資本財 における時系列的なデータ系列を同質的であると認識する

た めには・資本 の能力(capacity)や 効率性(ef丘ciency)を 基 準 として はじめて有効 な測定単位 と

なる。 これはあらゆる経済変数の実質量の定義におけるone dollar worthな どと同様な議論であ

る。資本は、どこかの時点の効率性を基準とする効率単位(efficiency unit)に よって測定するし

かないのであり、その測定単位のもとで、資本に体化された技術進歩は資本投入量の拡大 として測

定されなければな らない*9。資本に体化された技術進歩に関する以上の考察は、LやEMに 体化さ

れた技術進歩を想定しても基本的には同様である。

 この確認のもとで、T:FP概 念における変遷を考察しておきたい。 Robert Solow[1957]に 代表さ

れる、第二次大戦後から1950年 代において計測された数々の先行的な研究例は、農業や第一次産

業を対象としたものを例外として、そのほとんどが一国集計レベルでの議論であった*10。よってそ

昏8こ の ことは分析的 には
、資本の製造年代(vintage)を 特定化 し、資本 に体化 された技術進 歩 を扱 って いるvintage

 modelに よ って明示 的に示される(Johansen[1959】 、 Solow【1960】 、 Fisher[1965]な ど)。そ のモデルは1.5節 で扱

 う。た だ し現実 に観察 され るよ うに、PCと い うハー ドウェアにソフ トウ ェアが インス トール されていた り、 あるい

 はハー ドウェア のモジュール化 の進行 を考慮す れば、(ソ フ トウェアやCPUの よ うな部 品にお ける)新 しい技術進

 歩は僅かな投資 によって過去の資本の能力量 をも高め る ことが できるであろ う。そ の意 味では個 々の資本財 の特性 に

 依存 して いる面 がある。
*9効 率単位 という測定 単位 の設定は

、その詳細 を次 節以降で扱 う。後 に考察す るよ うに、効率単位 は資本(お よびそれ

 を構成す る機能 的特性)そ れ 自身の限界 生産 力比に基 づいて解 する ことができ る。 こ こでの効 率単位は、Leontiefが

 陰伏的理論化(implicit theoring)で ある として批判 した修正単位 として の能率単位(英 語では同 じefficiency unit)

 とは区分 され るべ きで ある(Leontief[1966]pp.66-67))。 能率単位 は、ある生産要 素 に対 して、そ の物 的な限界生

 産力が一定 に保 たれるよ うに、生産要素投入量 の単位 を変換 して定 義する もので あ り、資 本の限界生産 力の逓減 に対

 して は、あたか も資本投 入量が小 さくなったよ うに補正 される とす る。 これはLeontiefの 批判 のとお り、概念上の

 問題のス リ替 えに過 ぎない。 ここでの効率単位 は、望 ましい測定 のための単位で ある。
*10TFPの 創生 期お よびそ の前夜 に関す るサ ーベイ は

、 Zvi Griliches[1996]に 詳 しい。1930年 代 のNBERに よる国

 民所 得統 計の発 展 とPaul Douglasに よる生産 関数研 究、 この二つ の研究 上 の系譜 がSolow【1957]に お いて一体

 化 した こと、そ して 技術進 歩 に関す る指 標 として、後 のTFPと 類似 的 な産出一投入 比率 はす で に大戦前 のMorris

 Copeland(1937)お よびM.Copeland-E.M.Martin(1938)に よ って提案 されて いる こと、その もっ とも早 い計測 は

 大戦 中の ドイ ツ にお け るTimbergen(1942)に よる もので ある ことが 紹介 されて い る(そ れ は米国で は戦後 にな っ

 て発見 され た)。Solow[1957]の 計測 前 には、 George Stigler(1947)、 Glen Barton-Martin Cooper(1948)、 ∫acob

 Schmooker(1952)、 Solomon Fabricant(1954). John Kendrick(1955)(1956)、 Moses Abramovitz(1956)な ど数多

 くの計測例 が存在 してお り(こ れ らの参考 文献はGriliches[1996]を 参照 され たい)、 Solowの 計測 は"問 題 にお い

 て も、デー タ にお いて も、結論 にお いて も何一つ新 しくなか らた"が 、経済 理論 をTFPの 計測 に関連付 けた"new

 wrinkle"だ けを持って いた こと、そ してそれゆ えに経済成長論や マク ロお よび ミクロ経済学 に多大な影 響を与えた
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こで陰 に陽に想定 される生産関数 は、付加価値 ベー スでの集 計的生産関数(aggregate production

function)で あ る。総発 生付加価 値(実 質GDPあ るいはGNP)をYtと して 、集 計的 生産 関数

をYt=Atf.(Kt,Lt)と 表記 しよう*11。 Solow[1957]に よる計測結果 は、1909-49年 の米 国における

経済 成長(Yt成 長率)の52%、 一人 当た り経済 成長(Yt/Lt成 長率)の87.5%が 技術進 歩 による

貢献 であ る とす る、驚 くべ き もので あった。それ は資本蓄 積や資 本深化 が経 済成 長 に対 して僅 か

な役割 しか果 た さな いとい う投資 悲観 を示す もので ある。そ の後 のSolow[1960]に よるvintage

approachに よっては、資本 に体化 され た技術進歩 の再評価 が試み られ てい るけれ ども、 TFP概 念

にお けるそ の測定 として の方向性 を大 き く変換 させ た もの はlorgenson-Griliches[1967]で あ る。

 Jorgenson-Grilichesは 、 当時 の米 国 にお いて 観察 可能 な経済 統計 の も とで、産 出お よび投入

要素そ れぞ れの数 量 と価格 の慎 重な識別 、理論 的 に整合 的な集 計化 な ど、適 切な 計測 をお こな う

こと によってTFP成 長率 は無視 しうるほ どまで に小 さ くな る とい う もの で あった 。それ は残差

(residual)で しか な いTFPを 、 よ り適 切な観察 お よび測定 概念 の 明確化 によ って縮 小 しうる こ

とを精 密な計測 によ って明 らか に した もので ある。む ろんSolowやKendrickな どによ るそ の創

生期 か ら、TFPがresidualと して しか測 定 され えな い概 念で ある こ とは明確 に認 識 されて いた 。

∫orgenson-Grilichesに よる測 定 によって は、 TFPは"the residual"ま た"the measure of our

ignorance"(J-G[1967]p.249)と しての認識 を強 める ことになった と言 える。 しか し、 この こと

は経済 理論お よびそ の測定 理論 に基づ いた経済現 象へ の精 密 な適 用 によ って、適切 な経済 成長 の

評価が 可能 であ る こと、そ してそ れゆ えに資本(お よび他 の生産 要素)に 体化 され な い技術 進歩

(disembodied technological change)で あるT:FPの 意 味 を明確 にす る ことが でき る ことを示す

ものである。そ の後 のTFPの 測定 は、経済 成長 の要因分解 として 、生産 要素KL且Mの 質的変化 を

含 んで観察可能な限 り詳細 に定義 した投入量 の変化 によって生産 量の変化 を説 明す る ことを目的 と

 ことを指摘 している。そ して最後 に次 のことも述 べている。TFPに 関す るパ イオニアたちが、かな り明確にその計測

 の脆 弱性 を理解 し、それが"pure"な 技術 進歩の指標 として誤解 され うる こと、よ り正確 にはAbramovitzが 示 した

 よ うに"indication of where we need to concentrate our attention"と して解 釈 されるべ きこ とに同意 していた こ

 とである。
X11こ の集 計的生産 関数(aggregate production function)の 存在 は

、生産関数論 にお いて後 に広範 な議論 を生 じた。

 そ の存在 に関する問題は、特 にミクロ的生産 関数およびその生産要素 を前提 と して、それ と整合す る集 計的生産関数

 が存在 するか とい う問題設定 にお いてお こなわれ ている(こ こで は一 国 レベルで の集 計を想定 してい るが、vintage

 modelか らの集 計 を想定 すれ ばミクロの生産関数 もまた集計 的生産関数で あ り、それ 自体 は相対 的な概念で ある)。

 Cobb=Douglas型 生産 関数 によ って ミ クロ生産 関数が存在 して いる とす れ ば、投入 と産 出にお けるそれ ぞれ の変

 数 の和集計 値 によって はCobb=Douglas型 で の集計的 生産関数 を導 く ことが できな い ことは明 らか であ る。 これ

 が満 た され るた めの、 ほとん どあ りえ ない集計 のため の条件が 提示 されるな ど、多方 面の 議論が 展開 され て いる。

 Leontiefに よ って は、個 々 の生産 要素が集 計的生産関数 にお いて分離 して定義 される ための一般 的な集計化条 件 も

 示 され た。またHouthakker【1956]に よ って は、それぞれの ミク ロ的生産主体が 、固定投入係数 で表 される生産 方法

 の二つ以 上の組み合わせ によって生産 をお こな うことができ、かつ結果 としてそ れぞれの投入産 出比率がパ レー ト分

 布 にしたがって分布 して いる とすれば、集計 レベル においてCobbニDouglass型 生産関数 に集 計化 され るであろう、

 Houthakkerの 定理が示 されている。 これ らの ことが明 らか にした のは、ミクロ とマク ロの生産関数 の整合 を図る こ

 とが困難 である こと、また集計的生産関数 の存在 と分配 に関する適合性が個別 の限界 生産 力命題の成立 に対 して何 の

 根拠 をも示 さない ことであ る。 しか しこれ らのことは集 計的生産 関数を完全 に排す るものではな い。最終的な判 断者

 は、観察デー タによる検 証および反証 によるしかな いのである。
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している。説明されえない指標 としてのT:FPは それゆえに存在意義を持っているのである*12。

 T:FPはresidualと してしか定義されない観察物であるからこそ、その意味や変動要因を明確 に

するためには、資本投入量をはじめ、それぞれの測定概念における理論的要請に基づいた生産要素

投入量の計測が不可欠である。同様に、経済学的生産関数の計測においても、自己完結的な技術表

現 となるためには質的変化を織 り込んだ資本投入量の計測が必要となる。"技 術"は 生産関数どして

総括的に表現され、"資 本に体化された技術"は 資本投入量の計測において内包的に扱われること、

それが可能 となるために共通の測定単位を設定すること、これがわれわれの資本の測定の出発点と

なる。

1。3 測定 単位 と品質

 前節 では資本 の測定 にお いて 、そ の測 定単位 は効率単位(efficiency unit)と 呼ぶべ き ものであ

る ことを明示 した。 こ こで は工学 的な意 味での測定単位 の紹介か ら、経済 現象 の測定 における単位

と品質統 御の 問題 、そ して集 計(aggregation)の 問題 を考察 す る。そ れ を受 けて、次節以降 の資

本 の測定概念 に結 びつ けることと したい。

 測定 の対象物 が与え られた とき、一般 には複 数の単位 によ って計測 をお こな うことが可能 であろ

う。 た とえ ば高炉 を観察対 象 とす るな らば、 もっ とも単純 な単位 で ある基数 か ら、炉内容積m3、

出銑能 力量t/日 な どで ある。一般 に どの測定単位 が もっ とも望 ま しいか は観察 の 目的に依存 して

い るが 、工 学的な測 定単位 について は基本 とな る量体 系(system of quantities)の も とで捉 える

ことがで きる。基本 的な量体系 は、長 さ、質量 、時 間、電 流な どで あ り、 このよ うな量体系 にお け

る測定単位 は"基 本単位"(base unit)と 呼 ばれて い澄13。 そ して基本 単位 の組 み合わせや 、変換

によ っては、高炉 の例 における炉内容積m3や 出銑能力量t/日 を定義す る ことがで きる。 これ は基

本単 位の乗除 によって 定義 され る、"組 立単位"(derived unit)と 呼 ばれ る ものである。経済学 に

おいては、基本単位や組立単位 はな じみが薄 いので 、 これ を"自 然単位"(natural unit)と 呼んで

お こう。

*12Karl RPopper[1957]に よる自然科学 と社会科学 の方法論的一元論 を示 した 『歴史 主義の貧 困』では、"ゼ ロ方法"

 とい うものを提示 して いる。それ は"介 在す る諸個人がすべて まった く合理性 を もっ という仮定(そ して、おそ らく、

 十 分な情報 をもっ という仮定)の 上にモデルを構築 して人 々の現実 の行動 がそのモデルの行動 とどれほ ど偏 差するか

 を、一種のゼ ロ座標 と して後者 を用 いなが ら評価 する方法"(p.212)で あ る。Popperは 社会科学 にお いては論理的

 ない しは合理的構成 の方法 とも呼び うるもの、あるいはゼ ロ方法 と呼 んでよいよ うな もの を採用 し うる可能性 がある

 ことを、 自然科学 と社会科学 の巌 も重要 な相 違 として いる。 この ことを経済学 において考察す るな らば、規模の経済

 性や不完 全競争を想定 した場合 にお ける測定 値 も一つの基準によ るものと評価す る ことがで きるが 、生産 関数の一次

 同次 性 と完全競争 の仮 定が もっともPopperの 意 味での"ゼ ロ座標"で あ り、またその仮定 に基 づ くTFP計 測法 は"

 ゼ ロ方法"と 呼ぶ に適 して いるで あろう。(た だ しPopperは 、それ まで にほ とん ど社会科 学の考察 へ と至 っていな

 か ったか ら、 この ことは 自然科学 との対 比におけるPopper流 の方法論 的新古 典派評価で ある と考 え られる。)
*13現 在 の科 学的知見 の もとで設定 され る量体 系は

、長 さ、質 量、時間 、電流 、温度 、物 質量、光度 、平面角、立体 角

 で ある。 このよ うな基準 とな る量体 系 にお ける基本単位 は、(SI単 位系 では)そ れぞ れ メー トル(m)、 キ ログラム

 (kg)、 秒(s)、 アンペア(A)、 ケル ビン(K)、 モル(mol)、 カンデ ラ(cd)、 ラジアン(rad)、 ステラジア ン(sr)

 によ って定義 されている。
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 基本単位や組立単位は工学的に規定

される測定単位であり、経済現象を含め

て定義するためには、その範囲を拡張 し

なければな らない。経済現象において"

物量単位"(physical unit)と 呼ぶとき

には、自然単位の他に、高炉一基、乗用

車一台、住宅一戸、果物一個、電話番号

案内サービスー回などのおおざっぱな

測定単位 を含 むものである。人口や労

働力などの指標では、人(man)や 人時

間(man-hour)も 物量単位として定義

されうる。また経済現象の観察 におい

測定単位

観察単位

物量単位
金額単位   自然単位

  (組立単位)

圃
複合単位

図1:経 済現象の測定単位

ては、通貨による金額単位(名 目)も また重要な測定の単位である。物量単位 に金額単位を加えた

ものを、直接的に観察可能であるという意味でここでは"観 察単位"(observable unit)と 呼んで

おこう。測定単位 に関するこれまでの整理に基づけば、これまでのわれわれの目的とする"効 率単

位"(efficiency unit)は その外に位置 している。後述するように効率単位は、直接的に観察可能な

単位ではな く、さまざまな物量単位(お よび自然単位)か ら集計加工 した複合的な単位である。そ

こには陰に陽に経済理論における行動原理の適用や関数型などに対する仮定を必要するかもしれな

いし、実際の資料の入手可能性か らはさまざまな単純化をしなければな らないかもしれない。 ここ

ではそれを"複 合単位"(composite unit,)と 呼び、効率単位は複合単位のひとつとして位置づけ

ることにする。経済現象における測定単位(unit of measurement)全 体の集合は、図1に 示すよ

うに観察単位 に複合単位を含めて成立する*14。

 複合単位は品質の統御を目的とした測定概念である。はじめに経済変数における品質の問題を考

えよう。測定の対象物 とする経済変数としての財が、もし十分に詳細な分類によって定義されてい

るとき、ただ一つの財の品質(quality)を よく代表 しうる唯一の物量単位は存在するだろうか。エ

ネルギー、鉱物資源(地 金)な どのごくわずかな例外を除いては、そのような財はほとんど存在し

ていないことは明らかである。ある財は、自然単位 によって特性(characteristics)を 表現するこ

とができるかもしれないが、それは品質を表現する唯一のものではなく、複数の自然単位の組み合

わせ によってはじめて財の多面的な品質を表すであろう。高炉では、高さm、 炉内容積m3、 出銑

能力量 〃日、PCI(微 粉炭吹き込み)比kg/銑 鉄1t、 TRT(炉 頂圧力発電設備)な ど、技術的な複

数の特性を持っている。果物でも、体積、質量、水分量、甘さ、新鮮さなど、その品質は多様であ

+14複 合単位 の うち、資本財 に対 しては一般に効率単位 と呼んでいるが、対個 人サ ー ビスな ど多面的 な品質を有 している

 消費財 においては効用単位(utility unit)と 呼ぶべ きものが存在 して いる。前者は生産関数 を、後者 は効 用関数を基

 礎 とす る評価 である。また物量単位や複合単位 が実 質量に対 する測定単位で あるのに対 して、金額単位 は名 目量を対

 象 とした ものであ り、経済現象 にお ける特有 の量体 系を示す と言 うことがで きよう。
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る。また、ある財(特 にサービス)は 測定において唯一のごくおおざっぱな物量単位(回 数など)

しかもたないかもしれないが、その単位による計測は品質を表現するにはまったく不十分だろう。

測定単位のそれぞれは、"一 面的"な 品質の評価であるに過ぎない。 しか し経済が観察対象とするほ

とんどすべての財は、"多 面的"な 品質を持っている*15。

 むろん実際の計測における財の分類は、資料の入手可能性に大きく制約されている。同一分類に

定義される、ただ一っの財においても多面的な品質のそれぞれは大きく異なる。また財における多

面的なそれぞれの品質は、時系列的には異なる比率で変化するだろう。果物は品種改良によって、

その甘 さという一面か らの品質は向上 していることは一般に経験するところである。技術進歩が

財に体化されるのであれば、財の質的変化を扱わなければな らない。このように考えてきたとき、

経済変数 として一つの財分類は、もはや直接的に同質的(homogeneous)で あるとして扱うこと

はほとんど困難である。それらはpseudohomogeneousな ものに過ぎない。そ して多面的な品質

とその質的変化を統御するためには、物量単位から複合単位への変換(集 計)が 求め られることに

なるX16。資本の測定に戻ろう。資本において、その測定単位が特 に問題にならざるをえないのは、

第一一に、それが最終生産物として多面的な品質のバラツキがよ り大きく、そ してそれが時系列的に

はより大きな質的変化を持つことによる*17。むろん既述のとおり、資本財に限 らずほとんどの財が

品質統御において問題を抱えてお り、それが顕著な例が資本であるにすぎない。資本の測定単位と

して、一般にもっとも物量単位が有効と考えられている対象物は土地であろう。土地は面積m2な

*15よ り具体的 に、時点 と主体 とを ともな う、ただ一 つの財 の経済 取引を測定の対象物 としよう。その ときすべての財が

 多 面的な品質 を持っ。工期 の短い高炉建設、砂漠の 中の果物一個 、再入 場の許 されな い映画館 の缶ジ耳一スな ど、そ

 れ らは財 本来の品質 にお ける多 面性 に加え、別のサー ビス をもた らす ものである。 さらには鉱物 資源やクギな ど、物

 理的には完全に同 じ財で あっても、小 ロッ ト ・多頻度で発注可能で あるな らば、その財は別 の品質 を持って いる。現

 実に観察 される価格が まった く一物 一価 で はな いよ うに、物理的 に完 全 に同一であ って も、取 引され る"財"は 常 に

 付随するサー ビス との複合財 であ り、個々の経済取引 の状況 に応 じて品質は異な る。 このよ うな現実に観察 され る品

 質の多面性は、個 々の経済 主体 における経営やマーケテ ィングとして はきわめて重要で あるに も関わ らず、経済統計

 としては取 り扱 うことが できない。事後的な個々の資料の集計値(あ るいは平均値)と して観察 されるのみである。
*16実 際の計測 においては

、財 の多 面的な品質の うち、(われわれ の経験的 に認識 しうる)す べ てを観察できるわけではな

 い。そのよ うな現実の制約 のもとで は、ごくおお ざっぱな物量単位 による計測か ら、複 合単位 によ る計測 まで、その品

 質における統御 の成否 は程 度の問題に過ぎないで あろう。 しか し測定概念 として重要な ことは、よ り望 ましい品質の

 統御 を可能 にす るような 、価格 や数量における朝 察のバイ アス を可能 な限 り縮 小 しうるよ うな測 定単位へ と接近する

 ことである。そのよ うな測定単位 の概念の志向によって、財の品質 を調整 した理論的 に望 ましい数 量(あ るいは純粋

 な価格)の 把握 へ と漸近的 に接近 しなけれ ばな らない。そ してその とき"一 つの財"は 同質 的(homogeneous)で あ

 る と定義せ ざるをえな い。
*17ケ ンブ リッジ資本論争(Cambridge controversy)の 契機 は

、労働が人(man)や 人時間(manhour)と いった

 測 定単位 を持 っのに対 して 、資本はそ の測定 においてそれ 自身の 自然単位 を持たな い、 とい うJoan Robinsonら に

 よる英 国ケ ンブ リッジの経済学者 による問題 提起であ った。 自然単位 という用 語は本来で あれ ば工 学的な組立単位を

 指す ものであろ うが、 このような文脈 では経済学的な意味での物量単位 あるいは直接に観察可能 な単位 としての観察

 単位 を指 している と考 えられ る。そ れを物量単位 とすれば、資本 もまた個数や 台数な どの単位 を持 つものであ り、そ

 れ は労働におけ る上記 の単位 と比較 して、品質の統御 という視点か らは本 質的な区分が され るものではない し、 とも

 に単純 な物量単位 によ って は品質統御 に十分ではない。労働投入量 の物量単位 も、低賃金 のアルバ イ トか ら、技術者

 や経営者 まで広 範な労働サー ビスの質的差 異を捉える ものではな い。 自然単位 を持たない という指摘 は、生産過程に

 お ける投入物 の測 定概念が 明確 に意識 されている今 日では問題設定 とはな りえない。む しろ個 々の異質な資本財 の集

 計 問題 、集 計資本量の存在 に関 して 問題 設定 がお こなわれるべ きであ る。 この点 は2.4節 にお いて考察 する。
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どの自然単位(組 立単位)に よって、広さを表現するには十分である。しかしこれまでの考察 と類

似的に考えれば、その品質はかなり大きな差異(お そ らくすべての財 ・サービスの中で最大と言え

るかもしれないほどの質的差異)が 存在 している*18。第二に、資本の測定では、それに特有なもう

一・っの効率単位の設定を欠 くことはできない。それは異なる設備年齢(あ るいは製造年代)を 持つ

資本財問における品質の統御である。以下における時間(time)と 設備年齢(age)、 そして製造年

代(vintage)に 関する整理のもとで、この二つの問題を再び扱うことにしよう。

 ここでは"生 産 された生産手段"と して有限の耐用年数を持つ、一つの資本財 のみを想定する。

生産過程の認識において、1年 といったような測定期間が設定されるのであれば、当該測定期間に

おいて資本概念の適用範囲が与えられる。測定期間を単位 として分割された期間の一つをt期 とす

れば、t期 において利用されている資本は、 t期 以前において生産され、資本形成(投 資)さ れた固

定資本である。その意味で利用 されている資本は異なる設備年齢を持っているということができ

る。t期 における設備年齢zを 持つ資本賦存量をSt ,,と表記 し、資本ス トックと呼んでお こう(そ

の定義は1.5節 において後述する)。 各期において存在する資本ス トック量は、表1の ような例示

としての行列によって示される。

表1:時 間、設備年齢と製造年代

t

z

●  ●  ● 1998 1999 2000 2001 2002 o  ●  ●

0

1

2

3

4

:

oo

 o  .

●  ●

●  ●  ○

●  o  ●

●  ■  ●

 :

0

51998,0 S1999,0

51999,1

Szooo,0

52000,1

SZOOO,z

SZOOi,o

Szooi,i

SZOO1,2

S2001,3

Szooz,o

Szoo2,i

SZOO2,z

S2002,3

52002,4

●  ●

●  ■  ●

o  ●  ○

●  ○  ●

●  ●  ●

 :
 ●

0

51998,1

S1998,2

S1998,3

51998,4

  :

  0

51999,2

51999,3

S1999,4

  :

  0

52000,3

52000,4

  ●

  0

52001,4

  :
  ●

  0

:
0

0

 表1で の例 示の よ うに、2000年 の生産過程 にお いて利用 され る資 本ス トック量 は、新 製品で あ

る520(10,0に 加 え、設備年齢1を 持 つ52000.1、 同様 に遡 ったSZOOO,2、52000,3、 … で ある。い ま償

却資産 を仮定 してい るか ら設備 年齢 の拡 大 にともなってそのス トック量 は無視で きる。設備年齢1

を持っ52000 ,1は 前年1999年 に、SZOOO,2は1998年 にお いて 生産 された資本財 か らの資本ス トック

量であるか ら、表1の 系列 を斜 め に見れ ば、それは同 じ製造年代 を持 っている。製造年代 をvと す

れば・時間tと 設備年齢zと の間にはv=t-zと い う関係 がある。SZOOO ,2は2000年 の生産過程 に

用 い られる1998(=2000-2)年 製 の資本財 か らの資本投入 量であ り、図にお いて下線が 引かれて い

*182002年 の公示地価 では
、最高地価 を示 した千代 田区丸 の内の土地 は1m2あ た り1870万 円(一 坪6171万 円)で あ

 り、最安価 な土地 を一坪1000円 とすれば6万 倍 もの格差が存在 している。 これは 自然単位 によ って面積 が測 定され

 た として も、その品質は大幅 に異な っている ことを示す ものである。土地 ス トックの計測 は、地 目別地域別統御 がさ

 れな けれ ば大きなバイアス を持つで あろう。
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る資本はすべて1998年 という同じ製造年代を持つ。

 このことを前提にして測定単位の問題へ と戻 りたい。効率単位 を設定することは、表1の ような

系列のすべてに品質の統御がおこなわれ・それ らが同質性(homogeneity)を 持つことを目的とし

ている。先述 と同様に、資本における品質統御の問題を次の二つの要素に分離して議論 しよう。

 第一に、同じ設備年齢(age)の 資本を想定 したときであっても、それぞれのvintageは 異なる

か ら、製造 された年代 に依存 して資本 に体化 され た技 術(capital embodied technology)も また

異な って いるか も しれ ない。 これは表1で は行方向での比較 に対応 している。既述 のように物理 的

にただ一っ の財で あって も、そ の財 は多面 的な品質 とそ のバ ラッキ を有 しているで あろう。資本 の

効率単位 の設 定 も、財全般 におけ る複合単位 による品質の統御 と同等 で あ り、 これ を"体 化技術変

化 の品質統御"と 呼ぶ ことにす る。 異なる製造年代(vintage)を 持 つ新 規取得資本財 における、体

化技術変化 の品質統御 を 目的 とした効率単位 の設定 については、次節1.4に おいて扱 う。

 第二 に、同 じ製造 年代(vintage)を 持つ資 本財 にお いて も、よ って資本 に体 化 され た技術進歩

が同 じで あると して も、それぞれの設備年齢が異 なるのであれ ば、資本財 の利 用 によ る物理的な磨

耗(decay)や 劣化(deterioration)に 起 因 して質的変化が存在す るか もしれな い。 これ は表1で

は左上か ら右下へ の斜 め方向での比較 に対応す る。 このよ うに一つの資本財 において も、製造年代

の差異、設備年齢 の差 異 に対応 して品質調整が必要 であ り、それぞれ二つ の要 素 におけ る品質統御

が可能 になるよ うな効 率単位 が設定 されなけれ ばな らな い*19。 これ を"経 時変化 の品質統御"と 呼

び、1.5節 にお いて定 式化 しよ う*20。

 上記はただ一つ の資本財 を対 象 としたケース にお いて 、製造年 代の差異 と設備年齢 の差異 にとも

なって、pseudohomogeneousな 資 本財 か らhomogeneousな ものへ と品質 を統御す る もので あ

る。言 い換 えるな らば、そ の集 計量 にお ける測定単位 を与 える ことになる。 しか し効 率単位 によ る

測定 は、通常 の測定単位 による測 定値 とは異な り、必ず しも単純 な和集 計 を可能 にす る ことのみ を

目的にす るものではな い。それは指数論(index theory)、 特 に集 計関数(aggregator fmction)を

前提 に した関数 論的指数論 にお けるよ り一般 的な展 開に従 うものであ る。 この集 計(aggregation)

とい う視点 か らは、異な る資本財 として分類 され る複数 の異質(heterogeneous)な 資本 の集 計問

題 と同 じ視点 の もとで捉 える こ とができ る。Hulten(1973]に 示 され るよ うに、集 計関数が一次 同

*19同 じ期 における資本(表1で の列方 向)を 比較すれ ば
、そ れは一つの同質的な資本財 であって も製造年代、設備年齢

 ともに異な ってお り、二 つの意味での質的相違の混成 した ものになっている。表1で の行方向 と斜め方 向にお ける二

 っの品質調整 を分 離 して統御す ることで 、列方 向の品質も統御 される と考えて いる。逆 に言えば、製造年代 と設備年

 齢の相違 にお ける交差 効果は扱 って いな い。 ある年代 の技術 を体 化 した資本財 は、そ の経時的劣化 も緩やかで あると

 い うよ うな ことは現実 には十分 に考 えられ ることである。またメンテナ ンス活動 を含 めて考察す るれ ば、経時変化 は

 経済的選択 の問題 である こと、それが時 間tに おけ る経済状態 に依存す る ものであ ることも経験的 には 自然な ことで

 あろ う。 しか しそ れは後 述するよ うな資本の測定 のフ レー ムワーク全体 をたいへん複雑 にする。
*20資 本 の測定 にお ける概念的な 問題点 として

、Kendrick[1961]は 新規資本財 と過去のそれ との物理的能力 による測定

 単位 の問題 と、設備年齢 の増加 に ともな う償却 あるいは資本財 の"消 費"の 扱 いにおけ る問題 の二 つ を掲 げてい る。

 本稿での経時変化 の品質統御は、一般 には償却(depreciation)概 念 としての扱 いがお こなわれてい るが、共通 の効

 率単位を設定す るための品質統御 という視野 によって 、二つ の問題 を統 一的に捉えて いる。
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次であるとき・Divisia指 数のように経路独立性(path independency)を 持つな らば・(ある基準

時点の設定のもとで)集 計資本量の"水 準"を 決定することができる。それは事後的には、効率単位

の設定による集計資本量の評価であると解することができる。 この異質な資本財における集計過程

は、集計資本量の存在や効率単位の設定 という意味では同じフレームのもとで把えることができる

にも関わらず、資本の測定概念の外に位置づけることが適当であろう。それは観察に制約された測

定の概念ではなく、他の生産要素にも共通する分析の概念である。 この異質な資本財に関する分析

は、資本サー ビス投入量や資本サービス価格を定式化 したうえで2.4節 において考察することにし

よう。

1.4 資本財の体化技術変化

 体化技術変化 の品質統御 を目的とした効率単位の設定のために、ここでは製造年代は異な りな

が らも、設備年齢が0で ある一つの新規取得資本財のみを想定す る。一つの資本財は、その能力

や品質を表 しているいくつかの機能的特性(characteristics)の 集合によって表現されるとしよ

う。なお、それぞれの機能的持性は、長さm、 面積m2、 体積m3、 密度 たg加3、 速度m/s、 電力

W(m2kg/S3)な どの自然単位(工 学的な基本単位および組立単位)と 、用途や使用方法な どに関す

る属性によって定義しうるものとする。

 資本の測定における対象物は、測定単位や属性が明示されている機能的特性それぞれではな く、

複数の機能的特性を持つ集合体としての資本財である。ただ一つの資本財であっても、新製品の出

現によって経験的に理解 されるように、異なる製造年代を持つ資本財では共有する機能的特性のそ

れぞれの値は異なっているかもしれない。そのためには、一つ の資本財という集計レベルにおける

測定単位が定義されなければならない。ここではそのような製造年代の異なる新規取得資本財に共

通な効率単位を定式化 しよう。vの 製造年代を持つ資本財一単位(た とえば1台 あた りなど単純な

物量単位 あた り)の 集 計単位 品質 指数/Lvを 、機i能的特性Aも の集 計関数(aggregator function)

として次のように表記する。

               λ。=∫λ(Al,n2v,…,Al,…)       (1)

 (1)式 は、基 準時 点 にお け る集 計単位 品質 を1と 基 準化 した も とで の指数 を表 す 。賜>0で

あ り、資本財 と して の通常 に想 定 され るケー ス として 、技 術 の退 歩(degeneration)が 無 けれ ば

λゴ λη一1>0で ある。 なお、 ここでは新設投資(設 備年齢 τ=0)の み を考察 して いるので 、製造

年代vは 時 間tに 等 しい。集計単位品質指数(1)式 が連続微分可能 である として 、製造 年代(時 間)

によって全微分すれ ば次式 を得る。

鴿=Σ 多嗇瓮(nlvAを)=・4(差) (2)
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 ここで λびは製造年代の変化にともなう集計単位品質の変化を示している。(2)式 の左辺は集計

単位品質の変化率であ り、それはそれぞれの機能的特性による集計単位品質への貢献分の弾性値

σが をウェイ トとした機i能的特性変化率の集計値となる。σが は製造年代(時 間)に 依存 して可変

的な弾性値(elasticity)で ある。仮に σが が既知であるな らば、λひは指数 に過ぎないか ら(1)式

が求められ、製造年代(時 間)の 異なる"資 本に体化された技術進歩"を 把握することができる。い

ま(一 台や一個といった)単 純な物量単位によって測定される品質統御をお こなっていない新設投

資量を、鴒 としよう。集計単位品質指数 λひを乗ずることによって、物量単位か ら効率単位への変

換をおこなうことが可能であり、品質調整済みの新設投資量Avが 定義される。

Av≡ λ,A多 (3)

 これは集計単位品質指数の上昇は、効率単位による測定においては品質調整済みの投資皇の増大

として扱われること、資本 に体化 された技術進歩は、資本増加的技術進歩(capital augmenting

technical change)で あることを意味している。このとき製造年代v(時 間t)に おける新設名目投

資額Ivは 、物量単位および効率単位における投資量に対応 したそれぞれの価格指数によって次の

ように定義することができるX21。

Iv-pA ,v/lvAv
=pA

,vAv

  pA,vAv

(4)

(5)

(6)

 PA,vは 効率単位 によって測定 した投資量Avに 対応 した投資財取得価格指数であり、純粋な価格

指数("tru,e"price)、 いわゆる物価指数を示すものである。一方、 P*A
,vは資本財の物量単位あたり

の価格であり、単価指数(unit price)と 呼ばれる。観察 される名目投資額は、物量単位 による投

資量と単価の積である(5)式 、また効率単位で測 られる投資量 と純粋な価格指数の積である(6)式

の二つの組み合わせによって表現することができる。実質投資量の測定においても、あるいは価格

指数の測定においても、望ましい価格と数量の組み合わせは(6)式 である。またこれまでの定義か

ら次式が成立している。

                i i* iAv Iv pA,v Iv pA,v nv

 以上の フレーム ワー クの もとで、具体 的な観察 との対応 を考察 しておきたい。(7)式 にお い

て一般 に(近 似的扱いも含 めて)直 接的に観察可能な ものは、金額単位 による新設名 目投資額

Iv、(5)式 に示される物量単位定義 による単価 ρλ
vと 新設投資量 、4ひそ して新設投資量の品質

を表現 しうる機能的特性Alで ある。機能的特性 を集計す るた めに必要な弾性値 σが は観察

*21資 本財 分類 畝 産業分類 を ノとす れ1ま
・製造年Tt v(時 間t>c・ お ける 伽 名 目固定資本 マ トリックス 、 Akitは効

 率単位 で測 られた実質固定資本 マ トリックスを示 している。
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す る ことは で きな い。 また そ れぞ れ の機 能 的特 性 に対 す る価 格 を得 る こと も困難 で あ るか ら 、

p*A,v=pA,v,f(Aみ ・A碁・… ・Aを・…)と いった関数 の推定 によって接近す る ことがで きるのみで ある・

その測定 に対す る接近法 はhedonic approachと 呼 ばれ る、単価 ρλvか ら機能的特性nlvを コン ト

ロール した も とでのpA ,vの 識別 とい うかた ちによ って お こなわ れて いる。 PA,vの 計測 によ って は

名 目金額jvか らAvが 求め られ るこ とになる。 hedonic approachに よ る測定 では、観察 され る価

格が どのよ うな市場均衡 によって もた らされ たものであるのか につ いて の仮説 一多 くの場合 は完全

競争均衡 一を必要 とする。また σが は製造年代(時 間)に 依存 して可変的であることが望 ましい

が、少な くとも連続す る2時 点 にお いて は個 々の機 能的特性の貢献 は固定 されて いることを仮定 し

な けれ ばな らな い。実 際の観察 にお いて は、統御可能 な機 能的特性 にお ける資 料の入手可能性 には

限界が あ り、 も しそれ が入手可能で あった と して も、技術進 歩 というそれぞれ の特性が比較的 に同

調 した推移 を示す サ ンプルか らでは多重共線性 を避 ける ことは困難で ある・hedonic apProachに

は常 に測定上 の問題が残 されて いる。

 価 格側か らみて も、効 率単位定義 によって は じめて純粋 な物価 指数 を求 める ことが可能 とな るか

ら、わが国の卸売物価指数(Wholesale Price Index:WPI)で は、 PC、 ビデオカ メラ、デ ジタル

カ メラな どの品 目にお いてhedonic approachが 採用 されて いる*22。 hedonic approachが さまざ

まな限界 を持 ちなが らも、"half a loaf is better than none!'(Griliches[1971]p.7)と いったよ う

に、 このよ うな識別 に対 す る一つ の近似的方法 である との認識は ほぼ共 有 され てい ると言 えよ う。

しか しなお資本の測定 とい う観点か らは、疑 問を呈す る向き もある。

McCarthy【19971は 、 同手法 によ るコ ン ピュー タ価格 にお け る全般 的な 品質 の改善 は過大評価

(品質統御 が不完全で ある ことによる過小評価 ではな い)さ れ ているので はな いか、 と論 じて いる 。

資本財 としてのPCを 想定す るな らば、確か に生産 に寄与 しうるのは、 PCの ハ ー ドウェア 自体 では

な く、そ の利用 にお いて不可欠 なソ フ トウェアも含 めた能力で あろ う。そ して1990年 代 のわれわ

れ の経験 では、ソ フ トウェアの最新バ ージ ョンはハー ドウェアの急速 な技術進歩 に追 いつかなかっ

た可能性 が指摘 されて いる ところである*23。 このよ うな指摘 は、複合財(composite goods)と し

ての資本財 の特 性 を際立 たせ る ものである。ハー ドとソフ ト、あるいは個 別部 品(モ ジュール)と

全体(シ ステム)と の関係か ら、機能的特性 の集 計関数(1)式 は要 素制約的(factor limitational)

か も しれ ない。複 合財 を構成す る個 々の財 の品質が捉 え られた とすれ ば、それ を集 計 した複合財 と

して の品質 の改 善はいずれか に制約 を受 ける可能性 も十分 にあ りうる ことであ る。

 いずれ にせ よ、直接 に観察可能 な単純 な物量単位 か ら、効率単位定義 による数量 と価格 の分 離へ

と接近す る ことによ って、製造年代(時 点)の 異なる新設投資量 の品質 を統御す る試行錯誤 が継続

され なけれ ばな らない。実際 の測定 にお いては、A*vか らAvへ の変換 は、その精度 としては相対 的

ｻ22そ の計測 における方法論 は白塚[1998]に 詳 しい
。

*23McCarthyの 計算 で は
、豪 国にお け る1985-96年 の 民間部 門 にお け る実質 設備 投資 で は、現行 の価格 指数 で は

 3.7%の 年平均 成長率 を示 して いるのに対 して、仮 たコンピュー タの価格 指数 の低廉化 を半分 に した ときには2.7%へ

 と、成長率 は25%程 度 低下するな ど、大 きな影響 を持 っている ことを論 じて いる。
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な ものにす ぎな いか も しれ ないが、ス トック推 計 にきわめて大 きな影響 を与え る。1960-85年 の 自

動車 の価格 上昇は、物量単位 による単価 指数(一 台 あた り価格)と 比較 して効率単位 での物価 指数

ではほぼ半分で しか な く(黒 田 ・新保 ・野村 ・小林[1997】p.91)、 そ れ によ って は同 じ新設名 目投

資額lvに 対 して、新設投資量 は 、傷 か らAvへ と2倍 にもな る。次節 にお ける資本能 力量の経時変

化 は理 論的 にも、分析 的に もさま ざまな問題が指摘 され る ところであるが、実 際の資本ス トックの

測定 では体化 技術変化 の扱 いは同様 にきわめて大 きな影響 を与 える。

 vintageの 異な る投 資量Av(v=一 〇〇,… ノt)、言 い換 える とAt一,(z=0,1,…)の うち、ある期

において存在 す るすべて のAt,Tは"粗 資本ス トック"(gross capital stock)st,の 定 義を与え るも

のである。

SZ=Ar ,z=At-z

喰 ≡A乙 。A;.,

)

)

8

Q
ノ

(

(

 体化技術変化における統御をおこなった効率単位によって定義されたStは 、異なる製造年代

(時点)問 で単純和集計可能な概念である。この基準時点における技術水準を基準 とする効率単位

を、次節におけるそれと区分 して"η一効率単位"と 呼んでおこう。粗資本ス トックは、一般にはv一

効率単位で異なる設備年齢の資本財を和集計 した Σ窪o砺,と して扱われる。また物量単位による

G*S
tzも また粗概念による実質資本ス トックであるが、両者は少なくとも測定の概念においては区別

されなければならない。資本に体化された技術進歩が存在し、資本財の質的変化がある限り、後者

はその測定が相対的に容易であるものの大きなバイアスを持ったものである。

1.5 資本財 の経 時変化

 一般 にある時点 における資本の賦存量は、資本ス トック(capital stock)と 呼ばれる。ここで

は設備年齢の異なる資本ス トック量 と、それぞれが対応する異なる製造年代を持つ(過 去の)新

設投資量 との関係を論 じることが主題である。過去の新設投資量は、体化技術変化 の品質統御に

よって、生産された時点の新製品ではhomogeneousで あると解 される。しか し設備年齢 の増加

によって、品質は異なったものになるだろう。その経時変化をどのように取 り扱うことができるだ

ろうか。

 ここでも観察の制約のもとで測定概念が構築されなければな らない。資本の測定における大きな

制約は、一般 に資本ス トックはその使用者によって自己所有(owner occupied)さ れていること

である。自己所有されているとき、それ 自体の市場価格を観察することはできない*24。観察の制約

*24Kendrick[1961]に よ る人的資本 と非人的資本 の対 比を示 しておきた い
。耐久性 とい う意味 では、資本 と同様 に(あ

 るいはそれ以上 に)労 働サ ー ビスを もた らす人間 も耐久的で ある。 しか し観察 との対応で は、労働はそのサー ビス量

 (労働者数 と労働時間)と 労働所得(compensation)が 観 察可能であ り、労働ス トックの価格 は 一社会が奴隷制 を持

 たない限 り一得 ることが できない。一・方、資本はス トックと資本所得 が観察 可能であ り、そ のサ ー ビス量を観察す る

 ことはで きな い。生産理論 にお いて必 要な ものは生産要 素のサー ビスで あるか ら、Kendrickの 指摘 は人的資本 との
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によっては、集計プロセスは簡単化されなければな らないだろう。いま、設備年齢の異なる資本ス

トック量に対 して一般的に次のような一次同次の集計関数を表記 しよう*25。

               5,=∫5(5ち 。,5ち、,…,5ち。,…)      (10)

 St,はt時 点 にお ける設備年齢Zの 資本ス トック量であ る。 中古 品市場(secondhand market)

や レンタル市場 の無 い過去 の生産 物(τ ≧1の 資本財)で は 、そ の中古品価格 を観察す る ことがで

きないか ら、前節1.4の 体化技術 変化 にお けるhedonic approachや 後述 する2.4節 の異質な資本

サー ビス間のよ うな集計過程 を想定す る ことはできない。噌つの単純化 は、異 なるageを 持つ資本

財それぞれ を単純 に和集計可能 な ものへ と単 位変換す ることで ある。集 計関数 を次 のよ うに特 定化

しよ う。

                    St= St'・          (11)
                      z=o

 St,.,を効 率単 位 で定義 す る ことによ って 、異な る設備 年齢 を持つ 資本 ス トック間で完 全代替性

(perfect substitutability)を 仮 定す るこ とができ るな らば、資本 ス トック量 の集計 関数(10)式 は

(11)式 のよ うに単純 和集計 によって表す ことがで きる。t期 にお ける設備年齢 τの資本 ス トック量

は、現在お よび過 去の新設投資 に関連付 ける ことができよ う。設備年齢0で あれ ばそれ はt期 にお

ける新 設投資で あ り(St,o←At)、 設備年齢1で あればt-1期 とい う製造 年代 を持 つ、 t-1期 に新

設 された投資 に相応す る(St,1←At-1)。 よ って過去 の新設投資量At_τ(=Aの とSt,に 次 のよ うな

関係 を仮定す る。

5ち。=d。 ん.,

  =4τ λf_τAl_τ  (τ=0/1,… )

)

)

∩∠

60

1
↓

-

(

(

 (12)式 におけ るd,は 、新製 品(zニ0)の 効 率を1と 基準化 し、設備年齢 の増加 にともな う効率

単位 への変換指数で あ り、"相 対 的効率性"(relative efficiency)と 呼 ばれ る。それは以下 を満たす

もの とする。

             do=1, dl>0/dZ-dT_1≦0, lim d.τ=0                  (14)                           z→◎o

 これは新規の投資 にお ける品質 に対 して、設備年齢 τの経 過 にともな って相対 的な品質は逓減す

る こと、物理的な意味で の磨耗(decay)や 劣化(deterioration)に 対応 して いる。 これは資本価

値(capital value)に おける経済 的な減価償 却 と区別 して、物理的償却(physical depreciation)

と呼 ばれ る こ ともあ る。dl>0は 対 象 と して い る資 本財 が耐 久 的(durable)で あ る こ との条

件 で あ り、1㎞ 。→。。d,=0は 耐 久 性が 有限 で ある こ とを示 して いる。 ここで はd,は 、そ の資 本

 対 比にお いて資本の測定の 困難性 を示す ものである。 しか し資本の測定で は、効 率単位 によ るス トック量もむろん直

 接的 に観察 される ものではな い。一般 に観察 されるものは新設 された名 目投資額 である。
X25後 の(19)式 に定式化す るよ うに

、生産 関数および異質な資本財 の存在 を前提 にすれば、一 つの同質的な資本投 入量

 にお ける、異なる設備年齢 を持つ資本 か らの一般的な集計関数は、Leontiefの 定 理による集計条件 を必要 とす る。そ

 れ は異な る設備年齢(製 造年代)を 持つ資本 の限界生産 力の比(限 界代替率)が 、他 の資本財(お よび他 の生産要 素)

 の変化か らは独立 である ことで ある。
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財 の稼 働状 況 な どに関わ らず 、設備 年齢 のみ に依 存 して効 率性 が逓 減 す る もの と単純 化 して お

り、"age-ef丘ciency profile"あ るいは何 らかの分布 に したが うな らば相対 的効率性 分布(relative

efficiency distribution)と 呼 ばれて いる。資本 財別 に この相対 的効 率 性 を よ く定 義す る ことに

よって 、共通 の効 率単 位で設備年齢 の異 なる資本財 を定 義す る ことがで き、(11)式 が成立す る。そ

の意 味では、 このage-efficiency profileに したが って経 時変化 の品質 調整がお こなわれ る と解 さ

れ る。 また(13)式 か らみれ ば、A*t一,と い う製造年代v=(t-z)を 持つ過去 にお ける新 設投資量 に、

(3)式 か ら体化 技術変化 の品質統御 λf-A*Tt-z(=At-i)が お こなわれ 、さ らにAt一,に 対 して経 時変化

の品質 統御d.。、qr一。がお こなわれ る ことによ って 、実質 投資量 は異製造年代 間か つ異設備年齢 間で

比較可能 な効 率単 位 による資本 ス トック量 となってい る。効率単位 によ って測定 され る資本 ス トッ

クStは 、"生 産的資本 ス トック"(productive capital stock)と 呼 ばれ る もので ある*26。 この新 製

品の効 率性 を基 準 と して測 った効 率単位 を、前節で の体 化技術変化 の品質統御 にお けるv一 効率単

位 と区分 して、"vz一 効 率単位"と 呼んでお こう。

 さて経時変化 の品質統 御 を 目的 とす る効 率単位 の設定で は、dzが もっ とも重 要な意 味 を持 って

いる。それが 設備 年齢 のみ に依存す る ことは、 どのよ うに理解 され るだろ うか。経験的 には、各種

の災害 による資本財 の被災、陳腐化 な どの経済 的要因 によ る除却、 あるいは景気変動 に起 因 した り

産業別 に異 な りうる稼 働条件 によって物理 的磨耗 は大き く影 響 を受 けるか もしれな い し、所有者 に

よ って異な るか もしれな い資本財 の維持補修 に も大 き く依 存す るで あろ う。その ような意 味ではそ'

れ は経済 的選択 の問題で ある と考 え る ことも、経験的 には 自然な ことで ある。 もしdZで の効率性

の逓減 が資本財 に固有な 、純粋 に技術的 な要因 による ものでは な く、経済 的選択 による とすれ ば 、

d。は 当該資 本財 の新規取得価 格や 将来 の割 引率、 メイ ンテナ ンスサー ビスな どの他財価 格 に依存

す るで あろう。 ここでのただ一つ の同質 的な資本財 のみを想定 して いる場 合 にお いて も、生産 的集

計資本 ス トック量Stは 関連す る価格 や利子 率 とは独立 に測 定す る ことがで きな い ことにな る。 も

しケ ンブ リッジ資 本論争 にお ける問題が 、異質(heterogeneous)な 資本財 の間の集計資本量 に向

けられ るので はな く、 この異な る設備年齢 を持 つ資本財 間 にお ける集計資本 量の存在 に対す るもの

で あったな らば、少な くとも資本 の測定 に関 して は十分 に的を得た批判で あった ろう。

*26資 本ス トックの名称 は必ず しも統一 されていない
。わが国の国富調査な ど、伝統的 には償却 を考慮するか しないか と

 いった単純な意味で の粗概 念 と純概念が用 いられて きたが、経時変化 に対 する分布の一般化や 、数量面 と価格面が明

 確 に識別 された資本 の双対 アプ ローチによってそれ らは十分な概念 を与える ものではな いと言 ってよい。 しか しそれ

 です ら、現在 でも一般 には用 い られてい る。本稿 ではCanberra Group(1997年 に第1回 の資本ス トックコ ンファ

 レンスが豪州Canberraで お こな われた ことか らそ う呼ばれる)と 同様 に、1.4節 にお いて定義 され た粗 資本ス トッ

 ク GSt zと 区別 して、"生 産 的資本ス トック"と 呼んで いる。本稿 と同等 の能力概念 による ものをErik Biorn[1989]や

 Biern-Holmoy-Olsen[1989]で は"粗 資本ス トック"(ま た一方で資本 の価値概 念に対応 したものを本稿 と同様に純

 資 本ス トック)と 呼んで いる。 またHulten[1990]で は同等の能力概念 による定義 を"純 資本 ス トック"(ま た一方で

 粗資 本ス トックは本稿 と同様)と 呼んでいる。Jorgenson[1989】 では、もはや(12)式 にお いて直接に資本サー ビスを

 もた らす もの として扱われ てお り、∫orgenson[1974]で は本稿の生産的資本 ス トックは単 に資本 ス トック と呼ばれる

のみである.ま た 嬪 本財、痒 業 のSktノはわれわれ の目的とす る生産的資本 ス トック鵬 での固定資本 ス トックマ

 トリックス(fixed capital stock matrix)で ある。固定資本ス トックマ トリックス計測 に関す るプロセスの詳細 は野

 村 【1997]を参照 され たい。
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 d2に 対 す る理論的な解釈 は、 Franklin Fisher[1965]やRobert Hall[1968]な どによってvintage

mode1か ら示 す こ とが で き る。そ れ はvintageの 異 な る資 本 財 を生産 要 素 とす るそれ ぞ れ の

vintage別 生産 関数 の存 在 を仮定 した とき、そ の集 計的生産関数 にお いて、異な るvintageを 持っ

資本財 か らの集 計資本ス トックを他 の生産要素 と分離す るこ とができるか、 とい う問題 設定 を もっ

て いる。言 い換 えるな らば、集 計資 本ス トックが存在す るた めの条件 を求め るものである。い ま資

本 と労働 とい う二 つの生産要素 のもとで、上記 まで の表記法 に したがってvintage別 の生産 関数 を

次 のように表記す る。

             Yt v=プ で(Av/Lt,v)  (v==t/t-1,… )                   (15)

 (12)式 にお けるt期 の設備年齢zを 持つ新設投資量At一,は 、 v=t-zよ りAvと 表現 され 、異

な る技術 を体 化 したvintage別 の"粗"資 本 ス トック量(gross capital stod〈)で ある と解 され る 。

Solowや:Fisherに よ るvintage modelで は生産 関数(15)式 に時間tの 特定 を ともなって いな い

が 、 ここではHulten[1990]と 同様 にそれ を明示 してお く。生産量Yt TJお よび労 働投入 量Lt ,vは 、

製造年代vに 関わ らずそ れぞれ 同質的であ ると仮定 しよう。 よって総 生産 量は和集計 によって次 の

よ うに表現 され る。

               γ戸 ΣYち・=Σ ノo(Av,Lt,v)    (・6)

 労働投入量は、総量が一定であり、次を満たすようにそれぞれのvintage別 生産関数へ と配分さ

れ るもので ある。

               Yt→max・ ・t. Lt= Lt,v       (・7)
                         v=t

(・7)式 を満 たす ため には・労 働の限界 生産力 ∂Yt,v/∂Lt,vがvintage別 生産 関数 にお いて均 等化

されなければならない。このような労働投入量の配分によってYtを 最大にするような集計生産量

を ℃ と表記 しよう。 このもとで、集計的生産関数において集計資本ス トック量Stを 分離すること

ができれば、次式のように集計生産関数 と資本集計関数(capital aggregator function)の 二段階

に分離して表現される。

               Yl=F(St,Lt)                     (18)

               St=fs(Ao,Al,…,Av,…)            (10)'

 なお(10)'式 は、前述の一般的な資本集計関数(10)式 とまったく同じものである。このような資

本の集計関数が存在するための必要十分条件はLeontiefの 定理 によって与えられる次式である*27。

             aaYt/aAv2aLt aYt/aAvl

 こ こでFisherはvintage別 生 産 関 数(15)式 に お い て 、 次 の よ う な 資 本 増 加 的 技 術 進 歩(capital

augmenting technical change)を 定 義 し て い る(関 数fはvか ら 独 立 で あ る)。

          Yt,v=fv(Av,Lt,v)ニ.f(df_vAv/Lt,v)  (v==t, t-1ノ … )            (15),

 *27Leontiefの 定理 は、 Leontief【1947a】【1947b]に 示 されて いる。
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 もし技術進歩が資本増加的であるとされるのであれば、新 しい資本財 と古い資本財のそれぞれ1

単位の効率性の比は、設備年齢z(=t-v)の みに依存 した一定値になる。そしてFisher[1965]は 、

vintage別 生産関数に一次同次性を仮定 したとき、集計資本ス トック量Stは 資本増加的技術進歩

のときに限って存在することを証明している*28。Fisherの 定理から、 この仮定のもとでは集計的

生産関数および資本集計関数は次のとお りである。

              γ1=F〔か 晶 〕     (・8γ

              5・≡ dt-vAv=Σ4・At一。        (・・)'
                 v=t       z=0

 (11)'式 は既 述 の(11)式 お よび(12)式 のセ ッ トと同様 であ り、一次 同次性 を仮 定 したvintage

modelに おいて、集計資本量が存在するためには一定係数のdzが 要請されることになる*29。これ

までのvintage modelに よる展開か ら、資本の測定のために何を得ることができるのだろうか。

設備年齢別資本構造を直接的に扱うことは、分析 をかな り制約 して しまうものであるから、通常

の場合には集計資本量を定義せ ざるをえない。そ して集計資本量の存在のためには、vintage別 生

産関数 とLeontiefの 定理を前提 にすれば、一定係数のd,が 理論的に要請 されることがFisherや

Hallに よって明 らかにされた。 しか し現実の資本においては、前提とされるLeontiefの 定理 自体

が満たされることは限られるであろう。もし一つの同じ資本財であって も、古いそれは統御するた

めに2人 のオペレーターを必要 とするが、新 しい資本財は1人 のオペレータで事足 りる、といった

ことは経験的に十分あ りうることである。 しか しこれは集計条件を満たさない。資本増加的な技術

進歩 という仮定は、現実的な資本に体化された技術 との対応では強い仮定であると言わざるを得

ない。またHulten[1990]は 、分離可能性条件が実際の技術 によって満たされる理由はほとんど見

当た らないし、もしこのような集計が可能であっても、その集計的生産関数は"産 業"の 技術 を適

切に代表しうるという保証はどこにもない、ということを指摘 している。われわれはまだ一つの生

産主体(事 業所)の 、そしてまだただ一つの資本財について、設備年齢の異なる資本ス トックの集

計、その意味での集計資本量を考えているに過ぎないことを想起 されなければならないだろう。後

に2.4節 で考察する異質な資本投入量の集計もまた困難を抱えたものであるし～さらに産業内にお

ける事業所の集計へ と進むためには、かな り制約的なGormanの 集計条件が必要になる。その意

味では、異なる設備年齢を持つ資本のdzウ ェイ トによる 集計は、一つの近似 として捉えられるに

とどまるものである。

*28Fisherに よる定理を
、 Hall【1968】はLeontiefの 定理 に対応 した双対 的関係(dual)と して の要 素価 格関数の条件か

 ら、同様な結論 をよ り簡 潔 に導 いて いる。 またvintage別 の生産関数 が一次 同次でな い場合 にお ける集 計資本量の存

 在 については、Lau[1991】 にお いて一般化 されている。
*29ま た(11)'式 は

、一般に恒久棚 卸法(perpetual inventory method)と 呼ばれ る資本 ス トックの推計方法 に対応 し

 て いる。む ろんそれ はdTに 依 存す るものであ り、 age-efficiency profileの 特定化 によ る(11)'式 の単純化 は1.6節

 で扱 う。
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 そ して、そのdTの 観察(推 計)も また困難 をともな う。(18)'式 か らd,は 次式 のよ うに解 される。

            aYt/aAvaYt/aAt=dt-vdo=dz(v=t, t-1,…)  (2・)

 これは設備年齢にともなう相対的効率性指標dZは 、それぞれの資本の限界生産力の比(限 界代

替率)に 等 しいというものである。直接に限界生産力を観察することはむろんできず、ほとんどの

場合には中古資本の市場におけるサー ビス価格 も得ることができないという意味では、限界生産力

命題も仮定することはできない。生産的資本ス トックとしての集計資本量の測定では、近似として

の、あるいはFisherやHallの 意味における理論的要請であるdZの 推計において も問題を抱えて

いるのである。

1.6 ス トック と効率性分布

 前節1,5で 定義 した資本 の相対的効率性d,か ら派 生す るい くつ かの分布 を定 義 し、そ の後 でd.

がrandomで はな く、"relative efficiency distribution"と す る ときに用 い られ る典 型的な分布型

を特 定化す る ことに しよ う。設備 年齢zに お ける前期 か らの相対 的効 率性 の減 少分 につ いては 、

"mortality distribution"と 呼ばれ る次のよ うな分布 を定義す る ことがで きる*30
。

              m,τ=一(dT-dT-1)  (T=1,2ノ … )                     (21)

 (14)式 のd。 の定義 か ら、m。 ≧0で あ り、 また Σ窪11π,=1で ある. mortality distribution

を定義す る ことによって、前期 にお ける資本財 の効 率性 を保つた めの補填投資 比率 の分布 として 、

jorgenson[1974]に したが って次 のような"replacement distribution"を 逐 次的 に求め る ことがで

きる*31。

          bz=mlbT_1+m2b,τ_2+… +mTbo  (τ=1,2,… )               (22)

ここで補填 され るものは、初期投資量 に対す る効率性 の減 少分ではな く、す でに過 去 に補填投資 さ

れて いる ものの効率性 の減 少分 に対す る補 填投資 を含 む もの であ る。jorgensonに よるそれ は初

期 の投 資の効 率性 を保 つ ため に必要 な補填投 資量で あ って 、現 実 にお こなわれ て いる補填投 資 と

は区分 されな けれ ばな らな い。一 つの例 を考 えてみ よ う。 初期(0期)に おいて一単位 の新設投資

がな された とす る と、第1期 、第2期 、・・と設備年齢(時 間)の 経過 にと もな う、(a)相 対 的効

率性(relative efficiency)、(b)追 加 的効 率性減 少(mortality)、(c)累 積効 率性減少(cumulative

mortality)、(d)補 填 投資(replacement)の4つ の指標そ れぞれ を示 した ものが表2で ある(た

だ し形式 的には δo=1と す る)。

*30本 稿で は野村[1998]で 展 開 されるわ が国 の詳 細な 税体系 の も とで の資本サ ー ビス価 格 の導 出 のため に
、jorgen-

 son[1974】[1989】 と同様 な離散型によって展開 して いるが、 もし連続型で表現す るな らばmTはdTの マイナスの微係

数(一aaTaTで あ る ・

*31こ れ は再 生 方 程 式(renewal equation)と よ ば れ る もの で あ る
。 renewal theoryに よ っ て 、 粗 投 資 量 が 一定 率 で増
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表2:相 対的効率性の変化と補填投資

0 1 2 3 T

(a)相 対的効率性 da 14 24
d3 ...

τ
4

(b)効 率 性 減 少 分  0 一(dl-1) 一(d2-dl) 一(d3-d2) …  一(d,一dT-1)

=(b)'    O  ml   m2   m3…    mτ

(c)累積的    0

 効率性減少分

ml 初

觚

 

十

yn l  ...

十m2

十m3

ΣL1砺

(d)補 填投資率

ニ(d)'

0

0

mlba

1δ

mlbl

+m2bo

2
δ

mlb2 ...

+m2b1

+m3bo

  b3 ...

ΣL1槻 δτ_ま

τ
δ

た だ しda=δo=1

 表2に おける(b)お よび(b)'の 系列は(21)式 に示 した、T期 における初期投資に対する効率性

の減少分であるが、これはz期 における(初 期投資のみを考慮 した)補 填投資必要量の系列 と解す

ることができる。(d)は(z-t(t=1,2,…)期 になされた)補 填投資のそれぞれの効率性の減少分

をも補填するための補填投資であり、初期投資された資本財の効率性を保つものである。言い換え

ると・設備年齢(時 間)の 経過にともなって・各時点では全体 として(d)お よび(d)'の 分だけ資本

の効率性は減少していることを示 している。1.5節 において示された、異なる設備年齢 を持つ生産

的資本ス トックの集計式(11)'式 を用いて、t-1期 か らt期 への資本ス トック量の差分は次のよう

になる。

St-Sr一 ・ニん+Σ(dz-d.・ 一・)At一・

       τ二1

    =A厂 m2At一,
       T=1

    =At-Rt (23)

 右 辺第2項 はt期 にお ける効 率性 の減少 分であ り、t-1期 の生産的資本 ス トック量を保 っため に

要す る補填投 資必要 量(Rt)を 表 してい る。 Rtはreplacement distributionを 用 いて考 え るな ら

ば、過去の純投資量 に対 して補填投資率 を乗 じて 、次式 のよ うに表す こ とができる。

Rtニ δ1(At-1-Rt_1)+δ2(Ar-2 Rt-2)+δ3(Aト3-Rt-3)+…

 =Σ δτ(5ト・一5・… ・)
  T=1

(24)

加 す る とき に は 初 期 時 点 にお け る資 本 ス トッ ク の設 備 年 齢 構 成 や 実 際 の償 却 パ タ ー ンに 関 わ らず(relative efficiency

distributionやmortality distributionの ほ と ん ど い か な る と き に も)、 補 填 投 資 量 が 資 本 ス ト ック 量 の 一定 比 率 に

接 近 す る こ とが 示 され る(∫orgenson[1974])。
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 こ こで 三 っ の 典 型 的 な 劣 化 パ ター ンを 示 して お く こ と に しよ う。あ る資 本 財 の 耐 用 年 数

(1ifetime)をTと 表 記す る*32。 第 一 の分 布 は 、そ の耐 用 年 数 まで 初期 の効 率 性 を ま った く等

しく保 って いる とい うものであ る・ これは一頭 の馬車 になぞ らえてone-hoss shayと 呼ばれて い

る。 この ときdz=1(0≦ τ<T)で あ るか ら、生産 的資本ス トックSt。 は粗 資本 ス トック5藪 ,に 一

致す る。 これ は、わが国 の内閣府(旧 経済企 画庁)に よる 「民 間企業資本 ス トック」で想定 されて

いる概念で ある。one-hoss shayの 名の とお り、馬が疲れて馬車が完全 に止 まる まで、そ の効 率性

が一定で ある とい うことはな いだろ う。電球 な どが近似 的な例で あるが、現実の資本財すべ てに適

用す る ことは困難 で ある。 むろん馬 には適宜、え さと水 を与えな くて はな らない。one-hoss shay

で は維 持補修 との関係 は留意 され るべきで あろ う。第 二 に、設備年齢(時 間)の 経 過 に ともな っ

て耐用年数 まで一定量 の効 率性d。 の劣化 を仮定す るものであ り、straight-lineと 呼ばれ る。 これ

は企業 会計 にお いてよ く用 い られて いる定額法 と分布型 そ の もの は同一 であ る。ただ し企 業会 計

で は、減価 償却 概念 として の適 用で あ り、資本財 の技術 的な特 性で はな くそ の資 本価 値(capital

value)を 示す もので ある。2.2節 では、資本財の拉術 的な効 率性 の分布 がstraight-lineで あった

とき、そ の資本価値 は一般 にstraight-lineと は乖離す る ことが示 され る。そ して第三 に、効率性

の減少分(mortality distribution)に 対 して幾何分布(geometric distribution)を 仮定す るもの

で ある。資本 の双対 アプローチか ら明 らか にな るよ うに、 このgeometricが 理論 的 には もっとも

扱いやす い性質 を持 っている。それ は後述す るとお りで あるが、geometricは その幾つかの望 まし

い性 質か らbest geometric approachと も呼ばれて いる。

 以 上 の 三 つ の 効 率 性 に 関 す る 劣 化 パ タ ー ン を 、relative efficiency(d,)、mortality(m,)、

replacement(δ,)の 分布型それぞ れにおいて定式化 した ものが表3で ある*33。

 表3か らわか るよ うに、mortality distributionに おいて幾何分 布 を想定 した とき、特筆 すべ き

性質 は補 填投資率 δτが定数(constant-b)と な る ことである。よ ってgeometricの もとで は(24)

式 は次 のよ うに簡単化 され る。

Rt=δ5卜1 (25)

*32後 に み る よ う にgeometricの 場 合 に は 耐 用 年 数 に よ る 除 却 概 念 は 必 要 な く
、 本 稿 で は 特 段 の 定 式 化 を し て い な

 い 。 一 般 の 資 本 ス トッ ク 計 測 で は 、 耐 用 年 数 の分 布 と し て"survival distribution"を 設 定 す る こ と もお こな わ れ 、

 そ こ で はWinfrey[1935】 に よ るLo分 布(left model)、 Ro分 布(right model)や 、 ガ ン マ分 布 な ど が 用 い られ て

 い る 。 これ を 狭 義 の 意 味 のsurvival distributitionと す れ ば 、 設 備 年 齢zの 資 本 ス トッ ク の 非 除 却 比 率 Ωτ に相

 対 的 効 率 性 分 布dTを 乗 じたS2Td2を 、 効 率 単 位 ・に よ っ て広 義 に捉 え たsurvival distributionと す る こ と もで き る

 (Biejrn-Holmoy-Olsen[1989】 な ど)。
*33こ こ で 述 べ て い る三 つ の 典 型 的 な 分 布 に対 して

、 他 に も さ ま ざ ま な 分 布 型 が 使 わ れ る こ とが あ る 。 凸 関 数(convex

font・ti・n)と して はdT=(・_TT)n(た だ しn≧2)・ 凹 関 数(・ ・n・av・fun・ti・n)と して はdT=・ 一(T)m(た だ

 しm≧2)な どが 用 い られ る こ とが あ る(Biorn-Holm②y」Olsen【1989】 な ど)。 両 関 数 にお い て 、 n=m=1の と

き は ・t・aight-lin・. n.1m=・ の と き は ・ne-h・ss sh・yで あ る ・ ま た βづ ・・ayと 呼 ば れ る ・4・ 無(た だ し

 一◎o<β ≦1)の よ うな 一 般 型(β=1の と きone-hoss shay、 β=0の と きstraight-line、 β が マ イ ナ ス の と き

 geometricに 接 近 す る)、 あ る い はBox-Coxフ レキ シ ブ ル 関 数 な ど も あ る。 いず れ にせ よ 分 布 型 はパ ラ メ タ次 第 で あ

 り、age-efficeincy profileお よ びage-price profile、 資 本 ス トッ ク の諸 概 念 な ど の特 性 を議 論 す る に は 本 文 中 の三

 っ で 事 足 りる で あ ろ う 。

23



表3:典 型的な効率性劣化における分布

d2 mT sT

one-hoss shay 1(z=0,… ノT-1)

0(z=T)

0(zニ0,…,T-1)

1(z=T)

1(z=T,2T,…)

0(z≠:r,zT,…)

straight-line 1TT(τ=0,… ノT-1)

0(z=T)

1
T(z=1,…,T) so l

lb
T t.・(・=1,…,T)

       ●

geometric (1-b)T(z o,…) δ(1一 δ)τ一1(τ=1,…) b

one-hoss shayお よ びstaright-lineに お け るTは 耐 用 年 数 を 示 す

 (25)式 は、幾何 分布 の仮 定 の もとで はt期 にお けるIorgensonの 意 味で の補填 投資 量が 、 t-1

期 の資本 ス トックを構 成す る資本財 の設備年 齢構成 とは独立 であ る ことを意味 して いる。(24)式

にお ける一般 的な補填 投資量 は、資本 ス トック の設 備年齢構 成 に関す る情報 が必要 で あ り、また

one-hoss shayお よびstraight-lineで は表3に 示す よ うに、資本 財 の耐用 年数 丁(よ って設 備

年齢)の 情報が必 要で ある。geometricを 仮定 した ときのconstant一 δの性質 は資本ス トックの計

測 にお いて大 幅な簡 単化 を もた らす もので あ り、数量 面か らみ た ときbest geometric approach

(BGA)と 呼 ばれ る所 以で ある*34。 また(25)式 が成立す る ことによ って 、(23)式 もまた簡単化 さ

れ る。

St=(1一 δ)St_1+At (26)

 これ は前節1.5で 考察 したよ うな、相対的効率性 が設備年齢 のみ に依 存 した一定値d,で ある と

した、特 殊なケー スの恒久棚 卸法で ある(11)'式 の、 さ らにmortality distributionがgeometric

で あ る とい う特殊 な ケ ー ス にお ける 一そ して も っ と も馴 染 み の深 い 一恒 久 棚 卸 法(perpetual

inventory method;PIM)で あ樹35。 これ は経済成長論 や応用計量経 済モデル な どで標準 的に想

定 され る資本蓄積 の遷移式で あ り、BGAに よって設備年齢別 資本ス トック あるいは過去 のそれぞ

れ のvinatge別 投資 系列Av(v=t, t-1,…)の 情報 を もたず にStを 導 出す る ことがで きる。 また

資本 ス トックの計測 において は、一般 に"初 期"の 資本 ス トックの設備 年齢分布 の情報 を得 る こと

は難 しい*36。BGAの も とではそれ に依存す る ことな く、(26)式 の恒久棚 卸法 によって計測 をお こ

な うことがで きる ことにな る。

*34Feldstein -Rothschild[1974]は 、この一定率 の補填投資 という仮 定は資本の劣化(deterioration)に お いてoutput

 decayの み しか考えてお らず 、また陳腐化な どの他 の本質 的要 素を取 りこぼ して いることを批判 してい る。償却の問

 題を独立 に扱 えばよ り現実的 なさま ざまな定式化が 可能であるが、1.5節 での資本 の集 計条件 との整 合を図る ことが

 困難 とな る。
*35脚 注31に 示 したよ うに

、jorgenson[1974】 のrenewal theoryに よる検 討か らは、 ここで のgeometric approa(:h

 に基づ くconstant一 δと同様 な帰結が導かれ る。それ は近似 として のconstant一 δお よび(26)式 の容認 を示す もので

 ある。 しか し効率性 の劣化 におけるgeometric型 そ のものの根拠 にはな りえな い。逆 は必 ず しも真で はな い。
*36初 期 を0期 とす ると5

0,τ(z=0,一1,…,一T)が 設備年齢別 資本ス トックである。 も し十分 に長いサ ンプルが得 られ

 るのであれば、ST,T(τニ0,一1,…,一T)が 初期で あるとして 、初期(丁 期)以 降のス トック系列を有効 として扱 うこと

 も可能である。現実 には十分 なサ ンプルが得 られるほ ど、資本ス トックの長期 系列が 一一国集 計 レベルを除いて 一入

 手 可能である ことは稀で あ り、可能 な とき もT期 以降の資本系列は ごく短 い期 間に限 られ分析 は制限 され て しま う。
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 ここまでは投資や資本ス トックといった資本の数量面からの測定概念の考察 をお こなってきた。

1節 での検討と、d。、 mzお よび δ。という効率性の劣化に関する三つの分布は、双対的な関係 とし

て価格面か ら2.2節 において再び考察 されることになる。そのために、次節では生産理論において

避けることのできない資本の"サ ー ビス概念"の 検討か らはじめることとしよう。

2 資本の双対アプローチ

2.1 サ ー ビス 概 念

 経済学 的生産 関数 にお ける資本投入量 は、"資 本サー ビス"(capital service)と い うサー ビス概

念によって捉え られている*37。われわれはス トックとサービスの関連についてほとん ど何も得る

ことはできない。それでもここではその関連を検討するために、ごく形式的にすぎないが本稿での

仮定を明示してお くこととしたい。一つの同質的な資本財である、t期 における異なる設備年齢z

の生産的資本ス トック量St ,zに対 して、ス トック概念から資本のサービス概念への変換を次のよう

に表記してお こテ38。

Kr ,z=φ5ち τ=φ4τ ん_τ

KFΣKち ・=φ5'

   z=0

('τ=0,1,…) (27)

(28)

 (27)式 での φは資本ス トック量から資本サービス量への変換指数であ り、一般には時間tに 依存

して変化 しうる稼働率(utilization rateあ るいはoperating rate)と して φfと記すべきものであ

る。効率単位によって定義 された生産的資本ス トックSt,は 、資本の効率性を示す上では十分であ

る。しかしそれは所有 している資本の潜在的能力(potential capacity)を 示 しているのであって、

実際に生産過程に投入されているサービス量とは区分されなければな らない。ただしそれは、そう

できるのであれば、である。経験的には説得力を持つ稼働率の変化も、具体的な測定概念としては

逡巡することになろう。もし直接的に測定できない資本サービスに対 して、一われわれがそ うで

あるように一資本ス トックの測定からそれに接近 しようと試み、また標準的に稼働率を の とした

(27)式 のような関係を仮定するのであれば、資本サービスにおける測定の困難性 を稼働率における

*37経 済学的生産関数 にお いても
、いわゆる尾崎型生産関数 と呼ばれ る要素 制約型 生産関数(尾 崎[1967]、 清水[1972]、

 尾 崎 ・清水[1980])や 、その派生型であ るSFS(semi-factor substitution)生 産 関数(辻 村 ・黒 田[1974】)な どにお

 いては、資本投 入量は ス トック概念 に拠 って構築 され ている。 これ は工学的生産 関数 にお ける"プ ラン ト概念"に 類

 似 した扱 いで ある といえよう。生産過程 における資本 ス トック を所与 と した一時 的均衡(temporary equilibrium)

 は資 本のサー ビス概念 を避 ける一つの方法である。
*38∫orgenson【1989]で は

、一つ の資本 財 にお いてvintage別 の投 資量か らもた らされ る資本 サー ビス量 へ と、資 本

 ス トック を定 義せず に(27)式 の第1項 と第3項 が関連 付 け られて いる。そ こで は(27)式 に表 記 して いる φ は形

 式 的 には存在 しな いが 同様で あ る。 しか しJorgenson-Griliches[1967]に お ける初期 のTFP測 定 で は、資本サ ー

 ビスへ の変 換 に対 して近似 的 な指標 を用 い る ことによ り φfの よ うな稼 働率 調整 がお こな われ て いる もの もある

 (Griliches-Jorgenson[1966】 では比例 的関係 を前 提)。 Jorgensonに よる近年 のTFP測 定 では稼働率 調整はお こな

 われ ていない。
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測定 困難1生にス リ替 えた だけで あ り、何 も状況は好転 して いな い。 わずか に稼働率 に接 近す る こと

が できる対 象の一つ は、工学 的生産 関数が対象 とするよ うな 、プラ ン トに基づ くものであろ う。高

炉 のよ うな もの を想定 した とき、物理的な資本能 力量(capital capacity)が 得 られ るのであれば 、

実 際の生産量 との対応 で一高炉 とい う資本財 自体 に限 って 一稼働 率 を定義 す る ことは可能 である 。

しか しこの ときは資本能 力量 が"資 本ス トック"で あ り、また生産量が"資 本サー ビス"で ある と考

えて いる ことに過ぎず、資本 ス トック と同様 に資本サー ビス もまた、 ここまで検討 してきたよ うな

まわ りくどい方法 によって測定す る必要 もな い。その ような指標 は稼 働率で あるよ りも、よ り正確

に言 えば資本係数(資 本産 出量比率)の 逆数 、資 本の単 要素生産性(partial factor productivity)

である。 しか し無用心 な計量経済 分析 にお いては、それ は依然 として稼 働率指標 であ り続け、資本

ス トック との積が資本サー ビスであ り、そ してそれが生産 関数 において生産要素 として扱われてい

る。 もはや 説明力 を上 げるこ とはtautologicalで あ り、精度 を高める(誤 差 を小 さくす る)た めの

資本 のサー ビス概念 の適用 に対 して 、皮肉 にも誤差(error)の おか げで このよ うな生産分析 の フ

レー ムワー クが成立 して いる*39。

 また現実 の稼働 条件で は、需要 の低迷 に対 して古 い設備 を停止 して新 しい設備 のみを用 いる とい

う ことは一般 に想定 され る ことか も しれな い。Das[19921に よる1972-80年 の米 国セ メ ン ト焼 成

炉 の稼働率(生 産 量/能 力量)を み ると、設備年齢0-9年 まで の炉 は稼 働 率100%(遊 休 率0%)、

10-19年92%(同7%)、20-29年83%(同12%)、30-39年75%(同19%)、40-49年72%(同

20%)、50-59年56%(同25%)、60-69年64%(同34%)、70-80年0%(同53%)で あ る(稼 働

率 と遊休率 の差分 は除却分 に相応)。 そ こには明 らか に設備年齢別 の稼働 率に差異が存在 している。

しか しこれは何 に起 因す るのであ ろ うか。 もし設備年齢(vinateg)別 の能 力量 に依存 して いるの

で あれ ば、そ れは この稼働 率の定義 の分母 である能力量が 、生産 的資本ス トックSt ,,(あ るいは想

定的効率性dT)へ の十分な近似で はな い ことを示す ものに過 ぎな い。それ は能 力量St ,,で はな く"

*39米 国のFRB(Federal Reserve Board)とBEA(Bureau of Economic Analysis)や
、わ が国の経済産業省 によ る稼

 働率指数は、 このよ うな定義(生 産量/能力量)に よる指標であ る。Shapiro【1986】 は、そ のよ うな稼働率指標 にお い

 ては分母は潜在生産量 あるいは生産量 トレン ドで あ り、稼働率変化 はほ とん ど分子の生産量変化 によって もた らされ

 ている こと、よ って トレン ドを除いた付加価 値(生 産関数 のアウ トプッ ト)と 本質的 には同一である ことを論 じてい

 る。米国 の製造 業 にお ける両者 の相 関係 数は、Shapiroの 計測期 間にお いて0.88で あ った。 これは資本 の測 定理論

 か らみれば、本文で の指摘 の とお りである。能力量 と生産的資本ス トック量の概念的な測定 の対 象は同一であ り、仮

 に両系列が ともに物理的な効 率単位 による適切な資本 の限界生産 力の評価 になってい るの だとす れば、 この稼働率 と

 資 本ス トックの積 は資本サ ー ビスではな く、 ピッタ リ生産量で ある。能 力量指 標は一っの プラン トな どに基づ く代表

 値 に過ぎず、資本ス トックはその網 羅性が高 いものの効率評価 にお いて近似 的な測定量 となる。 この両者の誤差(純

 粋 なerror)の おか げで説明力の高い生産関数が成立 して いる。むろん見せかけの法則で しかない。

  も う一つ の稼働率指 標へ の接近 は、労働 者のサ ー ビス概念 への変換係 数 と解 され る労働 時間 の利用で ある。それ

 は、 トレン ドを除 いた平均 労働時 間や、製造業 な どに限 っては時 間帯 別 のシ フ ト制(1日3シ フ ト)の 情報 か らの

 代 理指標(Shapiro【1986])な ど、労働デー タの属性 の入手可能性 に制約 されて いろ いろと想 定 され る。 いずれにせ

 よ、資 本 とそれを稼働す るた めの労働 、とい う補完 関係 を前提にお くものであ り、vintage modelや 特にputty」clay

 modelと 類似す るものである。 これはintertempotraIに で はな く、temporary equilibriumに 限って採 用 される こ

 とが有効 である と考え られ る。 しか しその ときは特段 にサー ビス概念 を要求す る ものではな く、ス トック概念によっ

 て 生産過 程が記述で きる。
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粗"資 本ス トックAt,を 、稼働 率 φτで はな く φ4,を 表す もので ある。

 結局 のと ころ、資本の"サ ー ビス"と は何だ ろうか。Hultenは つ ぎのよ うな問 いを発 して いる。

 Is a chair in"service"only when it is oppupied?Or, does the availability of the chair
for potential occupancy count for something too?If so, sre potential services equivalent

to actual services? ・ ・ ●Is an office building utilized only dur血g business hours, or is it

utilized all the time to keep out thieves and inclement weather?(Hulten[1990]p.135)

 椅子 は誰 かが実 際 に座 って いる ときにサー ビス を提供 し、稼働 して いるのか、 あるいはいっ座 っ

て も らえるかわ か らな いサ ー ビス を提供 するため に、存 在 して いる ことが サー ビスの提供な のか 。

わ れわれ の経験:に照 らす な らば、 このよ うな 問いは 、ほ とん どす べ ての資本 財 にお いて 一受注 を

待っセ メ ン ト焼成 炉や高炉 のよ うな ものにお いて さえ 一成立 している。 も し資本財 がある期間(1

時 間、1日 、1週 間 とか)に お いて レンタル されて いるので あれ ば、サー ビスがactualで あるか

potentia1で あるか に悩 む ことな く、そ のサー ビス量 の測定 に接 近す る ことは可能 であ る。 しか し

potentialな サー ビスが 生産 に寄与す る と考 える経済 主体 は自己所 有 とい う選択 をお こな い、 レン

タル を選 択す るのはそ うで はない主体だ けだろ う。そ して 自己所 有 され た資本 は、Hultenの 問い

か けの 中か ら出て くる ことはできな い。その よ うに考 えた とき、われ われ に残 され る選択 肢 の一

っ は、すべ てのpotentialな サ ー ビス を評価す る ことであ ろう。それ は本稿で の仮 定、ス トック と

サー ビス の比例 関係 で しかな い。

 本稿での稼働率は、産業別資本財別に(27)式 において φという固定比率を仮定するだけである。

これは生産的資本ス トックと資本サービスは比例関係にあること、成長率においては一致 している

ことを仮定 しているに過ぎない。ただし稼働率に関してわれわれの測定のフレームワークからも、

次の二つについては測定されることになる。第一に、ある一つの資本財についてみたとき、同じ時

点であってもその使用主体である生産者(産 業)に 依存 して稼働率が異な りうる可能性である。も

し車種も等しい乗用車であっても、タクシー会社などの旅客輸送産業と鉄鋼業における営業などを

目的とする自家用利用では、その稼働率は大きく異なるであろう。第二に、同じ時点の生産者(産

業)内 であっても、資本財別稼働率は相対的に相違があるかもしれない。鉄鋼業 において高炉と転

炉の稼働率は近似するかもしれないが、営業用乗用車の稼働率は異なるかもしれない。この二つの

点はある時点における、k資 本財 ノ産業の"横 断面的な稼働率"φ勺の相違を示している。これは稼

働率というよ りは、産業別、資本財別の利用における跛行性を示す指標であるといった方が適当か

もしれない。

 資 本の測定 のフ レーム ワー クにおいて もうひ とつ重 要な仮定 は、(11)'式 あるいは(11)式 で異な

る設備年齢 を持つ 生産 的"資 本 ス トック"の 間 に完 全代替 を仮 定 したよ うに、"資 本 サー ビス"に お

いて も異な る設備 年齢 を持つ資本 間にお いて完全代替性(perfect substitutability)を 仮 定す る こ

とである。 この ことは稼働 率指数 が設備年齢か ら独立で あるな らば、 自明で ある。 その とき集計資
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本サー ビスは(28)式 のように、設備年齢の異なる資本財か ら提供される資本サービスの単純和集

計によって表現される。

2.2 資本 の価格 とサ ー ビス価格

 これ まで の資本 の数量面 におけるフ レーム ワークに対応 した双対的ア プローチ(dual approach)

によ って、ここでは資本取得価格(capital acquisition price)と 資本サ ー ビス価 格(capital service

price)を 導 出す る ことにしよ う過o。は じめに資本取得価格 は、新製 品 と しての資本財 の価格 のみ

を指す もので はな く、 中古品 について も適用 される概 念で ある ことを明示 してお きた い。設備年齢

T>0で あ る中古 品が 自己所有 されていて も、潜在 的な競争市場 における設備年齢 に対応 した資本

取得価格 の存在 が仮 定 され る。そ の意 味では設備年齢別 資本取得価格 は、設備年齢別資本 ス トック

価格で もある*41。 資本サー ビス価格 は数量面 にお ける資本サー ビス量Kt,に 対す る価格 であ り、資

本取得価格 は投資 量At,zあ るいは粗 資本 ス トック量SGに 対応す る価 格で ある。

 (10)式 にお いて 、資本サー ビス量 と比例関係にある設備年齢別 生産 的資本ス トックにお いて一次

同次 の集計関数(aggregator function)を 仮定 した よ うに、資本サー ビス価 格 につ いて も集 計関数

を一般的 に示 して お こう。

              px t=ノ ア(px,r,o,px,r,1,…  ,pK,t,z,… )                     (29)

 (29)式 は異なる設備年齢を持つ資本財の資本サービス価格pK,t,,の集計関数であるが、もはや こ

の関数型fpは 自明である。異なる設備年齢の資本サービスについて完全代替を仮定 していること

の双対的関係か らは、(28)式 に対応 して(29)式 は次式のように特定化される。

px,t≡px,ちo=px,ち τ (30)

 これは資本サー ビス価格 はその設備年齢 に関係な く等 しい とい うもので ある。資本サー ビス量 に

おいて完全代替 を仮定 して いる ことは、そ の価格 における完 全補完(perfect complimentality)を

意味 し、均 衡状態 にお いてはすべての価格 は等 し くな けれ ばな らない。よ って新製 品か 中古品か に

関わ らず 、そ のサー ビス価格px,fの み を考 えればよ い。 以下 を現在価 値(present value)で 展開

す るため に、一般 に割 引価格qtを 次 のように定義 しよ う。

tl

qt_111+r
spts=1

(31)

40生 産要素 と しての資本 に関する双対 アプローチは
、Hall【1968】や ∫orgenson[1974][1989]な どによ って 、そ の体系

 が構 築 され てきた もので ある。資本 の双対 理論 を示 したHal1[1968]は 、"形 式的 には双対 問題は原 問題 とまさに同

 じ性 質 を持 って いるけれ ども、双対問題 を考 える ことによ って原 問題で は明確で なか った 問題 に新 たな洞察 を加え

 るこ とができ る"と 述べて いる。資本 の双 対アプ ローチ も、 しばしば混 乱 されがちで あった資本概念 にお ける、効率

 (efficiency)と 価値(value)と い う二面の関連 と識別 に寄与す るものである。
41こ れ は経 済統 計(社 会会計)で は機 会費用 としての再取得(再 調達)価 格 評価 と呼 ばれ るものであ り

、企 業会計では

 時価評価 に相 応する もので ある。
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 (31)式 におけるr,は 時間(5)に おける割引率であり・9tに よって以下それぞれの割引価格を示

すものとする。t期 における新製品の資本取得価格について、完全予見のもとで異時点間の裁定を

仮定すれば次式が成立する。

                 9ん・=Σ軅 ・。+1     (32)
                    z=0

 (32)式 は裁定条件 として 、新製 品の資本取得価格qA,tが 、(現 在価 値 に割 り引いた)将 来の資本

サー ビス価格 とそ の とき の相対 的効 率性dZの 積 の和 、つ ま りt期 の一単 位 の資 本が将来 において

もた らす資本サー ビスの収入(レ ン ト)に 等 しい ことを意 味 している。新製 品の資本取得価格 は当

該財市 場 にお ける需給 均衡 によ って決定 され る と考 える ことが で きる。そ してそ の需要者 が、将

来 にお いて貸 し出す ことか ら収入 を得 る ことを資 本財取得 の 目的 とす るな らば、現在価 値 にお い

て取得価格 とレン トは一致 しな けれ ばな らな い。 も し自己所有(owner occupied)し 、 自己利用

(owner utilized)が 目的 であ って も、それは準 レン トと して同様 にみなす こ とがで きる。完全予

見 の前提 は現実 には想定 しづ らいが 、 もっともシ ンプル な裁 定条件 が(32)式 で あ る。 また同 じよ

うに、t期 にお ける設備 年齢 τの資本取得価格9A ,t,,は次 のよ うになる(qA,t=gA,t,o)。

            9A,t,z=Σ4・+z'qK,t+z'・・(τ=1,2,…)      (33)
                z'=0

 (30)式 で表されるように、資本サー ビス価格については設備年齢2を 持つ資本サービス価格と新

製品の資本サー ビス価 格は均等化する。 しかしある時点において同じ1単 位の資本サービスをも

たらす資本財の価値(資 本取得価格)は 必ずしも均等化せず、その取得価格は相対的効率性分布に

依存 した将来もた らされる資本サー ビスフローに規定されることになる。生産的資本ス トックSt,

は、効率単位による定義によって、設備年齢の異なる資本財は完全代替性 を持ち、期中(t期)に

同じサービス量を提供するという意味では無差別である。 しかしその資本財がt+1期 以降、将来

にわたってもた らすサービスは必ず しも同じではない。 このことが資本財の価値(value)に おい

て乖離をもたらす要因である。 ここで次のような比率を定義しよう。

             dpZ≡gA,t,z pA,t,zqA,t pA,t(z=0,1,…)   (34)

 dp,は ある時点tに おいて、設備年齢zを 持つ資本財 と新製品の資本取得価格の比であ り、新

製品 の取 得価 格 を1と した中古 品の相対的な価格 で ある・age-efficiency profileが 設備年齢 の増

加 に ともな う相対 的効 率性d。 で あっ たの に対 して、あ るt時 点 にお け る相 対 的取得 価格dp
,は

"age -price profile"と 呼 ばれ てい る。次 の ことは留意 されるべ きであ ろう。 数量面 におけるd,は

設備年齢zに のみ依 存 して いるが、価格 面におけるdp,は 時間tに も独立 ではな いことで ある。 こ

れ はあ る期 の資本 取得価格 は、一般 に蒋来 の資本サ ー ビス価 格 および割 引 率 に依存 して決定 され

る ことを意 味 して いる。Hulten-Wykoff[1981a][1981b】 にお いて明示 的 に扱わ れて いる よ うに 、

age-price profileは 設備 年齢 と資本価格 の経済 的償 却 にお け る関係式で あるが 、それ は時 間 の変
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化 に ともなって上下へ とシフ トす る ものである。 この ことか ら、資本価 値 として の純資本 ス トック

(net capital stock)は 、将来の資本サー ビス価格 と割 引率 に関す る仮 定 をもたな けれ ば定義する こ

とがで きない。純 資本ス トックの定 義は後 に扱 うこととしよ う。

 資本 ス トックの差分 を示す(23)式 と同様 に、(32)式 か らt-1期 か らt期 へ の資本取得価格 の差

分 を求 めよ う。

            qA,厂qA,t一・ニ_9K,厂 Σ(d・ 一dz_・)qK,t・。

                      z=1

                 =一qK,t+Σ 御・9邸・・
                      z=1

                 =一qx,t+9D,t                             (35)

 t期 にお ける資本取得価 格 は、t-1期 における資本取得価 格か ら、そ の資本財 を貸 し出 した り、自

己利用す る ことによって期 中に得 ることがで きる純収入(資 本サー ビス価格 か ら減価償却分qD ,rを

除 いた もの)を 差 し引いたものに等 しいことにな る。qD ,tは資本 の効 率性 にお ける物理的な意味 で

の減耗や劣化 とは区別 して、経済的償却(economic depreciation)と 呼 ばれ る42。(35)式 に(31)

式 を代入 してそれぞ れの時点の価格で評価 しなおす と、資本サー ビス価格 は次 のよ うにな る。

                pa,t-i pD,t pa,t-pa,t-ipAt  (36)pK,t=rt+一pa,t pA,t pA,t

 (36)式 は、 レン トとしての資本 取得価格 か ら導 かれ る資本サ ー ビス価 格 で ある。資本 が 自己所

有 され、そ の価 値 は準 レン トとす るな らば、px ,tは資本 の使 用者価格(user cost of capital)と 呼

ばれる。実際 の測定 においては、われわれ は将来 の資本サ ー ビス価 格 を知 る ことはできな いが、現

在 まで に観察 され た資 本取得価 格か ら(過 去 にお ける)完 全 予見 を想定すれ ば、過去の資本サー ビ

ス価 格 を帰属 計算(㎞putation)す ることが可能 となる。経済的償却 額qD ,rは(24)式 に対応 して

replacement distributionを 用 いて次式の ようにな る。

              qD,r=Σ δ,(qA,t+z-qA,t+z一・)    (37)
                  z=1

 (37)式 は、補填投資必要量Rtに おける(24)式 に対応するものである。1。6節での数量面におけ

る展開と同様に、ここでもgeometric(BGA)を 仮定すると経済的償却は(31)式 および(37)式 よ

り簡単化される。

                   pD,t=bpA,r          (38)

 これはdzに 示される物理的な劣化パターン(そ の減少分)がgeometricで あるとする仮定の

もとでは、すべての時点において経済的償却額は資本財価格の一定率 となることを示す ものであ

42資 本の効率性 と価 値の減少 とい う償 却率 の二 つの側 面は
、資本 の測定 理論 にお ける論争 の一 つである。その議論 は

 最近ではTriplett【1996]に 詳 しい。
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る*43。(25)式 にお ける物理的劣化 に対応す る補 填投資率 と(38)式 にお ける経済 的償 却 に対応す る

減価 償却 率 は、相対 的効 率性 の減 少率constant一 δと して 一致す る ことにな る。 この こ とが価 格

面 か らと らえた ときのgeometric分 布 の扱 いやす さであ る。 よって この仮定 の もとでは先 の資 本

サー ビス価格 は、(36)式 および(38)式 よ り次のよ うに導 出され る。

                  pa,t-1 pa,r-pA,t-ipA,t pA,t

 野村[1998】 で は税 制を考慮 したも とで(39)式 の拡 張 をお こなってい るが 、資本ス トックの効 率

性 とそ の価 値 の比較 のため に、物 理的な劣化 におけるage-efficiency profileに 対 応 して 、経済 的

償却 としての設備 年齢 の変化 にともな う資本取得価格age-price profileの 具体的 な分布 を考 えて

み よう。BGAの 仮定 の もとで は(34)式 よ り、設備年齢vの 資本取得価格 と新製品 の資本取得価格

の比dp,は 次 のよ うになる。

            dpz≡pA,t,vpa,t=(1一δジ=dz(z=0,1,…)  (4・)

 BGAの 仮定のもとでは、あらゆる時点におけるdp,がdZに 等 しいことを意味してお り、また

age-price profileはage一 一efficiency profileと 一致 す る ことにな る。(40)式 、(32)式 お よび(33)

式よ り求め られ るよ うに、設備年齢 の変化 に ともな う物 的な効率性 と資本価格 の分布が一致す るの

は、相対 的効 率性 にお いてdz+τ'=dZdz'が 成立す るときだけである。そ してそれ はBGAに 限 られ

ている。他の劣化パターンを考えるとdp,は 複雑である。表3示 した三つの典型的な劣化パターン

にお いて、age-efficiency profileとage-price profileを 数 値例 によ って比較す る ことに しよ う。

割 引率お よび耐用年数 を与 え、そ して将来 の資本 サー ビス価格 が一定 であ るとい う条件 の もとで 、

one-hoss shay型 、 straight-line型 そ してgeometric(BGA)型 につ いて の分布 を描 いた ものが

図2と 図3で ある*44。

*43こ の ことか ら幾何 分布 によ る劣 化 パ ター ンは
、企 業会 計で は一 般 に定率 法(fixed-decli1血gあ るい はdouble-

 declining balance method)と 呼 ばれ る減価償却 に対 応す る。
畷4図3で は割 引率 を0

.05(一 定)、 耐 用年数 を20年 とし、新 品の資本取得価 格 を1と して描 いて いる。一般的 には、

 one-hoss shay型 、 straight-line型 では新品価格 は連続 形で表す と(耐 用 年数 をTと す る と)そ れぞれ以下 の とお

 りである。

               pA(・)=∫Tρ・〆・4f

               PA(・)=∬(・一÷)P・e'tdt

 よって設備 年齢zの 取 得価 格はそれぞれ次式の ようにな る(資 本サー ビス価格 は将来にお いて一定 である とす る)。

        Pん・(・)一JT-T le-rtdt__O Y・一gr(T一・))

        PA,z(S)ニT-T 10-t+zT)e-rtdt=1Tr(er(T-T)一1+Tr r一 →

 また、Pんv(o)に っ いて割 引 rを0に 近付 ける と、 ロピタル の定理によ り直線 に近付 く ことがわか る(利 子 率0

の とき新 品の取 得価 格はTと な るので、Tで 割 る ことによ り図3の 点線 とな る)。 なお、 この耐用 年数に関す る条件
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図2:典 型 的 なage-efficiency profile

 先述 の とお り図2お よ び図3で は、geometric(BGA)型 の とき完全 に一致 して いる。 age-

efficiency profileと の相違 と して注 目され るべ き は、 age-price profileで はone-hoss shay型

は凹関数(concave function)と な り、 straight-line型 は凸関数(convex function)と な って い

る こ とであ る。 た とえ資本サー ビス の物理的 な劣化が耐 用年数 まで まった く無 いone-hoss shay

(Rt=0(0≦t<T))を 想定 して も、資 本価 格 の側面 か らみ れ ば設 備年齢 の増 加 に ともなって低

下が は じま り、減価 償却 はゼ ロで はない(pD ,t>0(0<t<T))。 耐 用年 数 を20年 とす る この数

値 例で は、割 引率が0.05の とき初 期の資本取得価格1に 対 して5年 で0.83、10年 で0.62、15年

で0.35で あ る。 同 じサー ビス量 を提供 する資本財 であ って も、耐用年数 の半分 の設備年齢 を持つ

中古資本 の価値 は新製品か ら38%減 価 して いる。straight-lineで は、同様 に5年 で0.60(相 対的

効 率性 は0.75)、10年 で0.29(同0.50)、15年 で0.08(同0.25)で あ り、 同様 に耐用年数 の半分

の設備年齢では71%の 減価 とな る。イ ンフ レー シ ョンを想定 しないケースで は、一一般 にage-price

profileはage-efficiency profileの 内側 に位 置す る。

 次 にdTの 計測 につ いて考察 をお こな いたい。1.5節 で示 した ようにdzは 異 な る設備年齢 を持つ

資 本財 の限界 生産 力の比(限 界 代替 率)に 等 しい。限界 生産 力 を直接 観察 す る ことはで きな いか

ら、設備年齢 の異 な る資 本財 のサー ビス価 格が 存在 してい るので あれ ば間接的 な接近 が可能で あ

る*45。そ れは(30)式 で表わ され た仮 説に基 づ いて 、age-efficiency profileの 推 計 による相対 的効

 の も とで 対 応 す るconstant-bは 、(1一 δ)T=VT(た だ しVTは 丁 期 の 残 存 価 値)を 満 た す よ うな δで あ り、 こ の数

 値 例 で はVTを0.01と して δ=0.109に よ っ て 描 い て い る。 こ れ はdouble-declining balance methodに よ るzT

 の0.1に ほぼ等 しい ものであ る。
*45も うひとつの接近法 は

、価格 データ を使わず に設備年齢 の異なる個別の投資 量の限界生産 力に接 近す るもので ある。
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図3:典 型 的 なage-price profile

率性d,を 計測することと同様である。 しかし直接的に観察可能な レンタル価格は、(30)式 に示さ

れる資本サー ビスー単位あた りの価格ではなく、自動車一台や住宅一戸などおおざっぱな物量単位

によって定義されるレンタル価格に過ぎない。いまt期 において観察される設備年齢 τのレンタル

価格は次のようなものである。

           pK,t,z=KIVtzArzニpx,r,zKt,z/Atz(Z=0,1,…)   (4・)

 AL,は 物量単位 によ る粗資本ス トック(G*Sr z)で あ り、 KVt zは 資本所得(capital compensation)

で ある。資本所得 は資本サ ー ビス量 とそのサー ビス価 格の積pK ,t,zKt,,によ って示 され るが 、両者 を

直接的 に分離す る ことはできない。(41)式 にお けるpx ,r,,と、同期 にお ける新製 品の レンタル価格

px,t,oと の比を次 のよ うに表す ことができる。

       px,t,, px,r,z Kt,・/窺,卿4。 λ卜,

       px,t,。=px,t,oKt,。IA*t,。=ρ κゆ4・ λ卜・=燐 λ厩(z=0,1,...) (42)

 ある期 にお ける設備年齢の異なるレンタル価格 を新製品の レンタル価格で基準化 したものは、

(42)式 に示されるように、相対的効率性 と集計単位品質指標によって表される。 これは1.4節 にお

ける資本に体化された技術進歩の品質統御と同様に、機能的特性A廴 ,を 含んだhedonic approach

によってd。 を識別す る ことが可能 となる。

 またdzに 接近 し うる も うひ とつ の観察 資料 は、 中古 品 の資本 取得価 格 で あ る。中古 品の資 本

取得価 格が観察 されれ ば(34)式 、 またBGAを 仮定す れば(40)式 に表 わ され た ようなage-price

  Doms【1996]は 、資本の恒久棚卸法の式と生産関数自体を推計することによってd2を 推定している。工学的データ

  の使用によってはPenson-Hughes-Nelson[1977]な どがある。
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profileを 推計することによって経済的償却率を求めることができる。 しかしレンタル価格 と同様

に、ここでも直接に観察 される中古品価格は、物量単位による次のようなものでしかない。

           pA,t,T=Vfz/At,zニpA,t,zSG/ArZ(z=o,・,…)   (43)

 Vt,,はt期 にお ける設備年 齢zの 資 本価 値(capital value)で あ る。資本価 値 は資本 ス トック

量 とそ の取得価 格の積pA ,t,zst,,によって示 されるが、 これ もまた同様 に直接的 には分 離で きな い。

(43)式 の 中古 品価 格pa ,r,,と、 同期 にお ける新 製品の価格pa,c,oと の比 を次 のよ うに表す ことがで

き る。

        ;1:t,Z pA,t,zS/At,G/t,o pA,r,oSr,oAt,:=劣llllllll=い=0,1,…)(44)

 いま中古品市場 にお いて 中古 品価格(pA,r,,)が 観察されて いる とすれ ば、機 能的特性Al一,を 統御

したhedonic approachに よ ってage-price profile dp,を 推 計す る ことが可能 になる。 geometric

(BGA)を 仮定す れば、(40)式 のよ うにdp,=dzで あるか ら、 age-efficiency profileと 一致す る。

2.3 資本価値

 生産要素 と して の資 本の測定 は、経済分析 にお いて二 つの意義 を持 って いる。一っ は、生産過程

にお いて投入 され る物 的な資本 投入量 の測定 であ り、 もう 一つ は所有 す る資本価 値 の測 定で ある。

前節 にお ける資本の価格 面の定式化 によ り、 ここで は純資本 ス トック(net capital stock)を 導 出

し、 これ まで の粗資本 ス トックおよび生産的資本ス トック との関連 を考察す る こととしよ う。資本

サー ビス価格 は、異 なる設備年齢 を持つ資本財 の間で一単位 の資本サー ビス量 あた りで は均等化す

る。それ は(30)式 にみた とお りで ある。 しか し、耐久 的で ある資本が蒋来 にお いて獲得す る と期

待 され るレン トを反映 して、資本取得価格 は設備年齢別 に乖 離す る。そ の レン トは、将来 にお ける

設備年齢 の増加 に ともな う相対 的効 率性 の分布d,と 、将来 時点 におけ る資本 サー ビス価 格および

割 引率 に依存 する ものである。 これ は生産 的資本ス トックがbackward lookingで あるの に対 し、

資本財 の価 値がforward lookingで ある ことを意 味 して いる。 この ことか ら、資 本価 値(capital

value)と しての純資本ス トック(net capital stock)の 測定 は、将来 に関す る想定 をもたな けれ ば

定義する ことがで きな い。純 資本ス トックの定義 をお こな うため に、将来 の資本サ ー ビス価 格お よ

び割 引率 に関す るシンプル な静態 的期待(static expectation)を 想定 しよ う。静態的期待 のもとで

は、(34)式 にお けるage-price profile dp,は 時 間tか ら独立 な変数dpzと して求め られ る。

             dpz=ll≡i:蕪ii……(z=0,1,…) (45)
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図4:非 劣 化 資本 の 割 引 率 の 変 化 に と もな うage-price profileの 変 位

これ は(14)式 の ようなd.の 性質か ら、 同様 に次 を満 たす ことになる。

           do=1, dp>0, dp-dp_1<0, lim dp=0,                          z→◎o

                dp<_dzi lim dp=dz
                    r→ ◎◎

(46)

 設備年齢zの 経過 に ともなって資本取得価 格は逓減 し、 また通常 に想定 されるよ うな劣化パ ター

ンで はdpz≦d,を 満たす*46。 また割 引率(r)が 大 きい とき には、将来 のサー ビス フロー よ りも現

在 のサー ビス フロー の差 異が大き く反映 され、現在 の想定 的効 率性のみが考慮 される ことにな るか

ら、割 引率の上 昇 にと もな ってdTに 接近す るこ とにな る。 これ を割 引率0.05と した図3で 示 し

た数値例 に したが って求 めてみ よう。 図4は 物理 的な劣化 パ ター ンはonee-hoss shay、 つ ま り耐

用年数 まで物理 的 には劣化 しない資本 にお いて 、割 引率 の変化 に ともな うage-price profile:dpz

の姿 を計算 した もので ある。割 引率が0.1か ら上昇す るに したが って、徐 々 にdzに 接近 してい る

(割引率0の とき には脚注44に 示 したよ うに直線 とな る)。

 異なる設備年齢 τを持 つ生産 的資本ス トックSt,,は 、新製 品の効 率性 を基準 としたvz一 効率単位

による変 換 によ って 、資本 の能力量(capacity)と して は単純 に和集 計す ることができる ことを集

計関数((11)式 および(12)式)に お いて仮定 した・また粗 資本ス トック5露,も 同様に・ある製造年

代の資本の効率性を基準としたv一効率単位によって和集計をお こなうことは可能である。しかし

46age -efficiency profileに お い てdT+τ'≦dzd
T'(た だ しz+z'≦T)が 成 立 す れ ば 、 dPz≦d.と な る 。 図3で の

 age-price profileが 図2で のage-efficiency profileを 例 示 と して 下 回 る よ うに 、 三 つ の 典 型 的 な劣 化 パ タ ー ン で は

 これ が 満 た さ れ て い る(9・ ・m・t・i・で は 一 致)・ β一d・・ay(d_T-TT一 ・た だ し 一・・<β ≦1)の よ う な 一 般 型 で は ・

  一TT-z-z,≦β ≦1(た だ し τ+z'≦T)が そ の 条 件 で あ る。 よ って か な り急 速 に 劣 化 が 進 む よ うな う分 布 を 除 き 、 通常.

 に想 定 さ れ る 劣化 パ タ ー ンで はdpT≦d,が 満 た され る。
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Stの 資本価値 としての側面をみれば、その価格pA ,r,zがそれぞれの設備年齢において異なるよう

に、直接的 に比較可能で はない。設備年齢zの 異な るSt ,,は 、あるt期 お よび将来 にわた って 同じ

サ ー ビスを提供す るものではないか もしれな いし、そ の ことによって必ず しも同 じ価値 を有 して い

るわ けで はな い。純資 本ス トックは価値 の側面 を示 す もので あるか ら、St,に(45)式 にお けるdpT

を乗 じる ことによ って、新製品(z=0)で ある資本 の価 値 を基 準 とす る価 値単位 へ と変換す る こ

とができる。その積dpSiが 純資本ス トックの定義を与えることとなる。以上のことか ら、 t期 に

おける設備年齢zの 純資本ス トックSNは 次のように表される。

                VS

             SN≡t,ZpA,t,O=4馨5いτ=α勾…)   (47)

 dpz≦1で あるか ら一般的に純資本ス トックSNは 粗資本ス トック 爾,よ りも小さなものになる。

それ が新製 品(τ=0)で あるときに限 って 、両 ス トックは等 しい*47。 また生産的資本ス トック5ち,

は粗資本ス トック5霧。とd・ の積である・勘 て生産的資本ス トックにdp/dzを 乗 じたものが纖

本 ス トック に等 しい。 また、先述 のよ うに通常 の劣化 パター ンで はdpZ≦d,が 満た され ている。以

上 の ことか ら、一般的 に純資本ス トックSNは 、粗資本ス トックSGよ りも小 さ く、そ して生産 的

資本 ス トックSt,,よ りも小 さ くなる。新製 品(τ=0)で ある資本 財 に限って は、三 つのス トック

系列 はすべて 一致 する ことにな る。 よって三 つの資本ス トック概念 は次 のよ うな大小 関係 をもつ。

             SN(=dpSt)<St,T(=dZSi)<_S     (48)

 粗資 本 ス トック は生産 的資 本 ス トックお よび純 資 本 ス トックの測 定 のた め の基 準 を与 える も

ので ある。そ してdzがgeometricの とき、(40)式 のよ うにage-efficiency profileとage-price

profileは 一致す るか ら、資本の設備年齢 に関わ らず生産 的資本 ス トックSt,。 と純資 本ス トックSN

もまた一致す る。 これ は資 本 の効 率性 と価 値 、 この二つ の側面 にお ける測定 に対 して 、同 じ測定

値 によって表現で きる ことを意味す る もので ある。geometricに よる劣化 パター ンがBGA(best

geometric approach)と 呼称 され る所以 である。 また、それぞれ の測定単位 との対応 では、粗資本

ス トック5象 は基準時点の技術水準を基準とするv一効率単位、生産的資本ス トックSt,は 新製品

の効率性を基準とするvz一効率単位、純資本ス トックSNは 新製品の資本価値を基準とする金額単

位である。それぞれの単位の意味において、設備年齢z間 では単純和集計が可能であり、SN,t St、

5Fを 求めることができる。

2.4 資本の異質性と集計

 1950年 代 中旬か ら1970年 代初頭 にかけて、英国ケンブリッジ大学 の経済学者 とマサチュー

セ ッッのケンブリッジにあるMIT大 学の経済学者の間で、ケンブ リッジ資本論争(Cambridge

47あ る い は 割 引 率 が 十 分 に 大 き い と き のone -hoss shay型 の と き に は 、 age-price profileはonerhoss shayの

 age-efficiency profileに 収 束 す る(図4参 照)。 た だ し これ は極 端 な 割 引 率 で あ り、現 実 的 に は あ りえそ う もな い。
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controversy)と 呼ばれる、論争が展開された。それは資本の測定に関す る論争 として口火 を切

り、新古典派経済学 という大きなパラダイムにとって代わろうとする新 しい理論構築の試みでも

ある。現在では、第二のケインズ革命を意図した英国ケンブ リッジの経済学 と、二つのケンブリッ

ジ問の論争が実 り多いものであったと評価 されることは少ない。む しろその試みは失敗に終わっ

たというBlaug[1974】 などの指摘が相応しいだろ7*48。 しか しその論争は、測定(measurement)

の問題が理論体系の再構築へ と向かう、理論に経験的なテス トの可能性(verifiabilityあ るいは

falsifiability)やそれを備えた予測を求めるという経験科学としての作法に則るという意味では、

経済学において稀有な論争であるといえよう。そしてまさにこのテス ト可能性 という観点か らも、

その意図とは反 して新古典派に軍配が上がる。

 資本の測定を基準にみれば、Joan Robinson[1953】 による問題提起は労働投入量におけるman-

hourの ような測定単位が資本には存在 して いないということであった。 この点 については前述

(脚注17)の ようにほとんど問題足 りえないが、"も う一つの論点は異質な資本における集計的資本

を測定するための、分配および価格から独立の単位は存在するだろうか"、 というものである。本稿

でのここまでの考察は、すべてある使用(所 有)主 体 におけるただ一つの同質的(homogeneous)

な資本財のみを扱うものであ り、集計資本量は異なる設備年齢間の資本ス トックおよびサービス量

における集計値を指す ものであった。 ここでは最後に、異質(heterogeneous)な 資本財の集計を

考察 しよテ49。 資本を構成する具体的な資本財 をみれば、さまざまな建設物、電気機械、一般機i

械、さらにはソフ トウェアなどの無形固定資産も含め多様である。これまでの資本の測定概念との

関連で言えば、効率単位(efficiency unit)と いう資本の測定単位 を設定するためには、異質な資

本財 はそれぞれ別 の財 として分類されなければな らない*50。そ して効率単位によってそれぞれの

資本財が評価 されたとき、異質な資本財の資本サービス量あるいはス トック量を集計することはで

きない。それが可能となるのは、それぞれの名目金額のみである。

 いまある産業の生産関数においてk種 類の異質な資本サー ビスを投入するとし、生産関数を次の

ように表記する。

Xt=f(Kt, Lt, Et,Mt,)

Kt=∫K(Klt,Kl,…,Kk,t…)

(49)

(50)

 (50)式 は産業の投入する異質なk資 本投入量の集計関数である。集計関数は連続微分可能な一次

同次関数であるとしよう。集計資本投入量 としてのk資 本のグルーピングが許されるのであれば、

畷8英 国ケ ンブ リッジ側 か ら論争 を整理 した もの として はHarcourt【1972]が 詳 しい
。 しか しかな り偏 った評価 にな って

 いるとの 印象 は免 れえず、Blaug[1974】 が比較的に中立的で ある。
*49こ こで登場す る変数 はす べて異な る設備 年齢の資本財 を集計 した

、Kt=Σ τKちτ、 St=Σ, St,,の み を想定 して いる

 ことに留意 された い。
*50さ まざまな異質 な資本財 を集 計 した産業 別資本形成 では

、金額単位以外 に共通 の測 定単位 を見出す ことはで きな い

 だろ う。 このことはむろん資本ス トックの計測が、資本財 を分離 した固定資本マ トリックスの計測でな けれ ばな らな

 い ことを示 して いる。 わが国の公式なス トック統計 は資本財分類 を持たない。
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生産関数は(49)式 によって表記される。このような二段階の表記をおこなうためには、いままで

も再三 登場 したLeontiefの 集 計条

いなけれ ばな らない。

        鍛ll髪1〕

 この式 はkl資 本投 入量 の限界 生

LEMの 変 化 か らは独 立で あ る こと

ぐ51。 そ の もとで は、資本 の集計B

能 とな る。資本投 入量Kkrに 対す る

資本サー ビスの総 コス トをVKtと し

             VKt→

 こ こで集 計資本投入 量Ktに 対応

投入 量の レベル を実現す るた め に"

で ある。 このよ うな費用最 小化 は'

(malleability)を 想定 した もので

の必要条件 は次 のよ うにな る。

(50)式 を時間で微分 し、両辺を

         KtKt alnk aln

 集計資本サービス量の成長率は、

れそれの異質な資本投入量の成長率

イ トとして集計した ものとなる。Y

それぞれの資本サー ビス価格が必

スは、労働など他の生産要素も同一

ることができないことである。(36)

+51こ の条件の成 立 に関する妥 当性 を
、

 (49)式 には異質 な資 本投入量 をすべ

 ろう。 もう一つの方向は、Leontief・

 行列 を持 つ動学的産業連関分析 にお い

(あるいは弱分離可能性の条件)と 呼ばれる次式が成立 して

=詣 膿1〕=
∂識llll〕=・

            (1ヒ1,k2=1,2ノ … ) (51)

 力と別のk2資 本投入量の限界生産力の比が、他の生産要素

を示す。ここでは(51)式 が満たされている ことを仮定してお

数である(50)式 を生産関数(49)式 か ら分離して扱うことが可

本サービス価格は2.2節 において定義 したようにpKtで あり、

て次のような問題を考えよう。

in 5・t. VK≡px ,rKt=kKkpK,t t   (52)

           k

る集計価格をpx ,tと表記 している。(52)式 は、ある集計資本

・要 となる、異質な資本投入量か らの総費用を最小化する問題

本財のすべてをレンタル しているか、あるいは完全な可塑性

り、新古典派的な問題設定であるといえる。費用最小化のため

axt pK,t

aKt px,t

tで 除する ことによ って次式 を得 る。

tKkt  kKkpx,r t Kkt  k
〔

Σ

丸

 
 
=

ー
〔1Σ賑㈱

(53)

                          (54)
lKkt kpx,tKt Kkr k

用最 小化 の もとでの(53)式 を代入すれ ば、(54)式 のようにそ

を名 目資本 コス ト(capital compensation)シ ェアwkKを ウェ

れ は異質 な資本 に対 してそ の集 計資本量 を定義す るため には、

とな る ことを示す もので ある。む ろん この よ うな集計 プ ロセ

で あるが 、ひ とつ の違 いはそのサー ビス価格 を直接的 に観察す

式(あ るいはBGAの も とでの(39)式)に 求 め られたよ うに、

実 的な例示 か ら示す ことは難 しい。 このよ うな集計化 を前提 としな けれ ば、

右辺 に示 さな くて はな らない。それでは現実的な計測 の対 象 とはな りえないだ

な意 味で の個別資本財 の限界 生産力 とい う概念 の否定 である。 これは資本係数

て展開され うるが、分析的 には不 自由である。
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資本サービス価格は、その計測において利子率(割 引率)の 関数 として求め られる。これはケンブ

リッジ資本論争において利子論 との関連においてp論 を呼んだものであった。新古典派経済学の体

系全体では、Clark-Hicks流 の完全な可塑性を持つ資本を想定 し、資本の限界生産力と時間選好率

との相互作用によって、利子率が決定されるものであるか ら、それ 自体 も問題になるものではい。

 異質資本の集計資本量においてはもう一つの代替的な観察司能な集計プロセスを想定することが

できる。(50)式 に示した異質な資本サー ビスの集計関数に対して、異質な生産的資本ス トックにお

ける集計関数を想定しよう。

K・=φ5・=ifs(Slt,S2t,…,Skit…) (55)

 先述 と同様に、Leontiefの 集計条件は満たされているものとする。また(52)式 に示した費用最

小化に対 して、ある集計資本ス トック量のレベルを実現するために必要 となる、異質な資本ス トッ

ク量の総費用を最小化する問題 を想定しよう。いまBGAを 仮定し、純資本ス トックは生産的資本

ス トックに等 しいとする。(52)式 と同様にmalleabilityを 仮定 したもとで、次の問題を想定する。

           VSt→ 瀚5・t. Vt≡pA,rst= kSkpa,t t
                          た

この最小化問題の必要条件か ら、まったく同様の展開によって次式を求めることができる。

        ICt_StKf St=覇1網=孝 ω乞㈱=k〔KtKt〕

(56)

(57)

 ここで 咤 は名目資本価値 シェアであり、pa,tはk資 本財の資本取得価格である。(57)式 の最右

項をみれば、(28)式 によ りk資 本ス トック量の成長率はk資 本サービス量の成長率と一致するもの

であるから、結局(54)式 との相違は集計ウェイ トのみである。 しかし、(57)式 の集計ウェイ トは

patに 依存する観察可能なものであるか ら、直接的に集計資本サー ビス量の成長率を計測すること

ができる。異質資本の集計資本サービス量の測定 という問題に対 して、上記における二つの方法論

は異質資本の集計資本ス トック量を定義するか否か、に依存 している。

 一般に集計資本投入量Ktを 必要とする生産分析においては、異質資本の集計資本ス トック量を

介在することなく、(54)式 に依存するものである。一方の(57)式 は通常の生産分析においても、

Hill[1999]の 示すように国民経済計算(sNA)に おいても用いられることはない。また(54)式 およ

び(57)式 はDivisia指 数による資本集計量である。一次同次の集計関数を前提にすれば、 Divisia

指数は経路独立性(path independency)を 持つから、ある基準時点の集計資本量を基準として、

その水準を決定することができる(Hulten[1973])。 それぞれは異質資本の集計資本サー ビス量お

よび集計資本ス トック量を求めることになる。
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